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はじめに 

 

「みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成」は、2015 年度に地（知）

の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）の採択を受け、2019 年度までの５年間、申請

時の計画に沿って歩みを進めてまいりました。この５年間、宮城県における COC+の活動に

ご理解・ご協力いただいた皆さまに、この場をお借りしてあらためて御礼申し上げます。 

宮城県における COC+は、事業名が示すとおり、宮城県内の高等教育機関、自治体、企業

が協働し、教育基盤の整備を推進するとともに、学生をはじめとした地域で活躍しうる人材

の育成と地域企業の発展を同時に目指したものです。 

人材の育成については、単位互換コア科目とした「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」、「地域

の課題Ⅱ（地域企業版）」及び「地域課題演習（地域企業版）」を開講し、単位互換の推進を

行いました。また、本事業で目指す人材の育成を客観的に測るため、各大学における学生個

人の成績評価とは別に、新たに事業協働機関全体で地域高度人材の共通指標を作成し、科目

の開発及び評価において活用してきました。 

上記人材の育成及び企業の発展を目指す中で、地域企業の現状と課題を見いだし、また将

来像を描きながら、その解決に向けた取り組みを地域企業とともに進めることや地域企業

に就職した社員、職員のスキルアップ等のためのキャリアカウンセリングや自治体と連携

したセミナーの開催などを通じて地域企業の発展に寄与してきました。 

本書は、申請時の計画、採択後からこれまでの歩みを「事業報告書」として、事業の目的

及び概要、フォローアップへの対応、教育カリキュラム、FD/SDの取り組み、キャリア支援、

地域企業・地域の相互支援、情報発信など多岐にわたる内容についてまとめたものとなりま

す。関係者の皆さまには、ぜひご一読いただき、忌憚のないご意見をいただければ幸いです。 

終わりに、本事業の連携高等教育機関の皆さま、連携自治体である宮城県、仙台市、県内

の多くの企業の方々、ご支援、ご協力いただきました皆さまに感謝申し上げます。 

 

 

 

みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成 

事業最高責任者・東北学院大学長 大 西 晴 樹  
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１．「みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成」事業の目的及び概要 

 

「みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成」（以下、本事業）は、地域

経済に対して新たな活力を与える企業の担い手たる人材の育成、及び、地域企業の魅力を向

上し、もって宮城県の地方創生に貢献するものである。それは、老舗企業の伝統と革新や、

宮城県の主要産業たる製造業の成長、また、新規産業の創造など多岐に亘るが、共通して求

められるのは、自ら仮説を設定し試行錯誤を繰り返しながらより適切な解を導き出すこと

を、地域のビジネスの現場で実践できる人材である。さらに、震災によって大きなダメージ

を受けた地域経済の再生には、豊かな地域資源を経営資源に変えて世界のマーケットに進

出するような、グローカルな思考を持ち、それを実現できる人材も必要とされている。 

本事業では、このような人材を「地域高度人材」と定義し、事業協働地域にある 12の高

等教育機関がそれぞれ有している教育プログラムを相互に単位互換し、より実効性の高い

連携型の地域人材育成プログラムの構築（地域協働教育基盤）を目指した。 

 

【事業概要図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■体制の整備 

本事業における目標の達成に向けた体制の整備として、大学等、企業等及び自治体等が

参画する地域協働教育推進機構を設置した。同機構には、機構の運営全体を協議する場と

しての「地域協働教育推進機構会議」と、以下の部会を設置して、事業協働機関全体が一

体となり検討する体制を整備している。また、部会間の連携・調整や全体的な実務的協議

を行う場として、各部会の部会長及び COC+推進コーディネーターが参画する「地域協働教

育推進機構運営会議」を設置している。 
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【実施体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域協働教育推進機構設置部会】 

№ 部会名称 役割・備考 

１ 教育プログラム 

開発部会 

本事業で実施する正課及び正課外の教育プログラムの開発、運営、検証及び

普及に向けた取り組みを行う。 

２ 地域高度人材指標 

開発・評価部会 

本事業で実施する教育プログラム等における成果測定としての指標の開発、

運用、検証及び普及に向けた取り組みを行う。 

３ 共同キャリア 

支援部会 

本事業に参加する学生の就職活動を円滑に進めることができるような正課外

のセミナー及びキャリアカウンセリング等の開発、運営及び検証を行う。 

４ 単位互換部会 本事業で実施する正課の教育プログラムを互換するための方法、内容の検討、

検証及び普及に向けた取り組みを行う。 

５ FD/SD 部会 本事業で実施する正課及び正課外の教育プログラムの継続的実施のための

「地域協働教育コーディネーター養成研修」等の研修会の企画、運用及び検

証を行う。 

６ 企業支援部会 学生と企業の成長を両立するインターンシップと就職後の定着支援の実施に

よる企業活動の継続・発展に向けた支援内容の検討、実施、検証及び普及に

向けた取り組みを行う。 

７ 高大連携部会 高等教育と初等中等教育（高校教育）の円滑な接続を目指した教育プログラ

ムの開発、運営、検証及び普及に向けた取り組みを行う。 

８ 地域連携部会 上記１～７の部会活動をもとに自治体の施策の検討を行うとともに、自治体

が抱える課題解決を目指した取り組みを推進する。これまでの実績をもとに、

2017 年６月の地域協働教育推進機構会議で設置を決定した。 

 

これらの部会は、それぞれが独立して活動するのではなく、部会長及び COC+推進コーデ

ィネーターとの日常的な打ち合わせに加えて、地域協働教育推進機構運営会議等での進捗

共有を踏まえ、部会の枠組みにとらわれず部会間の連携を実現できる体制とした。 



4 

なお、これまでの部会開催回数は、メール審議も含め一つの部会について９回から 19回、

全体での部会開催数は 2019年度末で 150回となった。その他、各学内での情報共有のため

の会議や、COC+推進コーディネーターと教職員間の打合せ、新規企業の訪問、銀行や企業団

体からの企業の紹介、企業や事業協働機関以外の方々との対話の機会としてのシンポジウ

ム等、意思疎通の場を複数設けるようにしており、事業協働機関同士のつながりや、機構会

議・運営会議・各部会等の縦の連携、事業協働機関以外の企業等との連携に尽力した。 

 

【機構会議、運営会議、各部会の開催回数】 

会議体名称 
年度別会議等開催回数（回） 

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 合計 

地域協働教育推進機構会議 １ ４ ３ ３ ４ 15 

地域協働教育推進機構運営会議 １ ４ ４ ３ ３ 15 

教育プログラム開発部会 １ ５ ６ ５ ２ 19 

地域高度人材指標開発・評価部会 １ ５ ４ ４ ２ 16 

共同キャリア支援部会 ２ ６ ４ ３ ２ 17 

単位互換部会 １ ３ ５ ４ ２ 15 

FD/SD 部会 ２ ３ ５ ３ ２ 15 

企業支援部会 ２ ６ ３ ３ ２ 16 

高大連携部会 １ ４ ３ ３ ２ 13 

地域連携部会 － － ３ ３ ３ ９ 

計 150 
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■事業計画について 

本事業は概ね申請時の計画に沿って遂行した。各年度の成果として、一部の定量的な数値

目標に届いていないなどの課題があったものの、事業協働機関全体で課題解決のための取

り組みを強化したことにより、補助期間最終年度である 2019年度には全ての数値目標を達

成する見込みである。 

 

【事業計画】 
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【本事業における事業協働地域就職率などの定量的な数値目標】 

 

2014 2015 2016 2017 

実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

事業協働地域就職率 43.76% 45.28% 47.42% 46.20% 44.54% 48.14% 44.83% 

 うち COC+大学 33.6% 34.5% 34.8% 36.7% 32.7% 39.0% 35.2% 

事業協働機関へのイン 

ターンシップ参加者数 
686 人 778 人 646 人 968 人 663 人 1,205 人 1,417 人 

 うち COC+大学 250 人 300 人 259 人 400 人 304 人 550 人 777 人 

事業協働機関からの 

寄附講座数 
0 講座 3 講座 0 講座 3 講座 1 講座 4 講座 0 講座 

 うち COC+大学 0 講座 1 講座 0 講座 1 講座 0 講座 2 講座 0 講座 

事業協働機関雇用創出数 0 人 10 人 0 人 25 人 1 人 45 人 10 人 

 

 

2018 2019 

目標 実績 目標 

事業協働地域就職率 50.66% 48.23% 54.87% 

 うち COC+大学 41.0% 44.2% 43.6% 

事業協働機関へのイン 

ターンシップ参加者数 
1,437 人 1,819 人 1,676 人 

 うち COC+大学 700 人 876 人 850 人 

事業協働機関からの 

寄附講座数 
7 講座 0 講座 6 講座 

 うち COC+大学 3 講座 0 講座 3 講座 

事業協働機関雇用創出数 70 人 77 人 100 人 
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２．フォローアップへの対応 

 

平成 28年度フォローアップ報告書  

※フォローアップの年号は、地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会からの通知に合わせて和暦としています。 

※見出し番号は各年度のフォローアップ報告書に対応しています。 

 

１．選定時に付された留意事項への対応 

■特に順調に進捗している点 

・ 留意事項①「宮城県全域であることを踏まえた事業協働機関との役割分担と連携体制の

明確化」については、最高意思決定機関として「地域協働教育推進機構会議」が設置さ

れ、また、運営の統括と事業の進捗状況等の実務的責任を負う「地域協働教育推進機構

運営会議」を設置することが決定された。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 留意事項②「仙台市以外の自治体との連携の検討」については、未達成であり、今後確

認する必要がある。 

・ 留意事項③「みやぎ・せんだい協働教育基盤とその組織的仕組みについての検証と実行

性ある体制づくり」、留意事項④「事業協働地域の企業や自治体のニーズが反映される

仕組みの構築」については、今後の進行管理について注視する必要がある。 

・ 留意事項⑧「COC+大学における未達成の申請要件（平成 29 年度中の全学的な意思決定

と平成 30年 3月までに達成）」については、進行管理を励行する必要がある。 

 

２．達成目標と事業内容 

■特に順調に進捗している点 

・ 事業協働地域就職率は、事業申請時 44.54%であったのが、実績値では 48.21%と上昇し

ている。 

・ 共同キャリア支援の試行プログラムとして「みやぎ県南地域企業研究会」を開催した。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 事業協働機関へのインターンシップ参加者数は、事業申請時 681 人であったのが、実績

値では 646人に減少しており、今後の経過を注視する必要がある。 

・ 留意事項⑤「協働教育基盤の構築と地域高度人材の育成実現に向けた道筋の明確化」につ

いては、組織上の役割分担が示されたのみで、今後の経過を注視する必要がある。 

・ 留意事項⑥「COC の取組に留まらない新規性の明確化」については、「ディープ・アクテ

ィブラーニング」への取組を確認したとされているが、今後の経過を注視する必要があ

る。 

 

３．事業の実施体制の構築 

■特に順調に進捗している点 

・ 本事業の意思決定機関である「地域協働教育推進機構会議」及び事業運営を担当する各

部局と部会間の調整を図るための「地域協働教育推進機構運営会議」を設置し、定期的

に開催することを決定した。 
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・ COC+推進コーディネーターとして、特任教員５名、職員２名を選任した。 

・ 仙台市とともに「仙台・地域人材定着推進実行委員会」を立ち上げた。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 地域内企業として参加している「株式会社知識創発研究所」から派遣されているコーデ

ィネーターと、COC+推進コーディネーターの役割を明確化する必要がある。 

・ 課題解決型プログラムを共同開発している「一般社団まるオフィス」は、気仙沼市と連

携して参加学生の宿泊費用の負担をしているとあるが、気仙沼市は事業協働機関となっ

ていない。留意事項②の指摘から、気仙沼市を事業協働機関に加えることを検討するこ

とが望まれる。 

 

４．事業経費 

■特に順調に進捗している点 

・ 特になし。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ COC+推進コーディネーターとして特任教員５名、職員２名を選任と記載されているが、

特任教員の人数が不明で合計４名ともとれるため、確認が必要である。 

・ 事務局用及び持ち出し用パソコン 12 台の活用状況や実施した教育プログラムと、本事

業との関連性が不明である。 

・ 課題解決型プログラムを共同開発している「一般社団まるオフィス」は、気仙沼市と連

携して参加学生の宿泊費用の負担をしていると記載されているが、経費については不明

である。 

・ 仙台市の中小企業活性化基金によって WISE プロジェクトに取り組んでいると記載され

ているが、経費については不明である。 

・ 「地域課題データベース開発費」「HPデザイン・コンテンツ制作費」「教材制作費」等の

「外注費」が事業経費の 47.2%を占めているため、発注先及び成果物の内容と本事業と

の関わりについて確認する必要がある。 

・ 「本事業においては、COC+参加大学それぞれが個別の事業を実施する体制としていない

ため、COC+参加大学への事業経費配分は行っていない」と記述されている。そのため、

「宮城の企業発見プログラム」「みやぎ県南地域企業研究会」「WISE プロジェクト」「創

造的インターンシップ」等に係る経費負担について注視する必要がある。 

 

５．その他、取組の成果等 

■特に順調に進捗している点 

・ 「高大連携部会」において、関係機関と覚書を交わし、本事業と中等教育の接続を進め

ることとなった。 

・ 平成 28年度から文学部・教養部において地域志向科目が必修科目として開講された。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

「高大連携部会」において、本事業と中等教育の接続を進めることなった事業の今後の

取組内容について検証する必要がある。 
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６．全体の取組について 

■特に順調に進捗している点 

事業協働地域就職率は、事業申請時 44.54%であったのが、実績値では 48.21%と上昇し

ている。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

COC+推進コーディネーター（特任教員５名）及び職員（２名）の勤務実態、並びに事

業経費の 47.2%を占めている「地域課題データベース開発費」「HP デザイン・コンテン

ツ制作費」「教材制作費」等の「外注費」の発注先及び成果物の内容と本事業との関わ

りについて確認する必要がある。 

 

７．現地視察での指導・助言 

記載なし。 
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中間評価結果と留意事項への対応 

 

【総括評価】 

Ｂ：一部で計画と同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画を下回る取組があ

り、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要である。 

【コメント】 

＜優れている点＞ 

・ カリキュラム体制について学習成果を具体的に評価し、改善につなげていることは評

価できる。 

・ 実施体制について部会を８つ整備するなど、仕組みがきちんと整備されていることは

評価できる。 

・ 地域の課題について、長期課題、短期課題の分析が適切になされていることは評価で

きる。 

＜改善を要する点＞ 

・ 定量的事業目標の指標が全ての項目で目標を実績が下回っているため、対応すること

が必要である。 

・ 地域教育科目、単位互換コア科目３科目の履修者数に課題があり、学生に魅力あるカ

リキュラムに変えていくことが必要である。 

・ 就職状況に対し、構造的な課題に対する適切な分析・説明が必要である。 

・ 地元の企業、地域産業とのマッチングについて、ニーズの掘り起こしを行い、ターゲ

ットを絞った取組を実施することが必要である。 

 

【留意事項１】 

定量的事業目標の指標が全ての項目で目標を実績が下回っているため、対応すること。 

【2018年度の対応状況】 

定量的事業目標の達成に向けて、あらためて事業協働機関の代表者が集まる地域協

働教育推進機構会議で現状を報告し、各大学・高専等の事業や連携事業の双方の取り

組みを強化した。 

地域就職者数に関しては、事業周知の FD/SD研修等を通して、大学の就職支援部門

の意識改革が行われ、企業に対する積極的な調査確認を強化した。特に「支店経済」

を特徴とする仙台においては、在京企業に対して県内配属が明確に意識されるように

働きかけ、同時に正確な数字の把握に努めた。 

インターンシップ参加学生数についても、大学の就職支援部門が中心となって学外

諸機関との連携を強化し、行政や企業等が主催するインターンシップへの参加者数を

把握した。 

寄附講座については、事業協働機関である仙台市の地元中小企業支援事業と連動さ

せ、県内に事業所を置く大手企業と連携した講座を開発した（次年度開講）。 

 

 

 



11 

【留意事項２】 

地域教育科目、単位互換コア科目３科目の履修者数に課題があり、学生に魅力あるカリ

キュラムに変えていくこと。 

【2018年度の対応状況】 

地域教育科目の内容について、2017年度中間評価の面接評価等を受け、2017年以降、

全１年生を対象とした科目説明会を実施している。科目説明会では科目の魅力を伝え、

内容の理解を促す構成とした。また、単位互換コア科目である「地域の課題 I」が 2018

年度より東北学院大学において全学部必修科目となったこともあり、「地域の課題Ⅰ

（地域企業版）」の科目選択者は 1,519人（前年比 3.5倍）に達した。選択科目である

「地域の課題Ⅱ（地域企業版）」の受講については、授業内で推奨したところ、72人（前

年比９倍）に達した。「地域課題演習（地域企業版）」についても、１人の受講者があっ

た。また、2018 年度内に行った科目説明により、2019年度の「地域の課題Ⅰ（地域企

業版）」履修者は 1,651人に達し、「地域の課題Ⅱ（地域企業版）」は 269人、「地域課題

演習（地域企業版）」については、説明会及びメール等による受講勧奨を実施し、当初

計画を超える 27 人の受講が確定した。単位互換科目「地域の課題 I」についても、2018

年１月から履修の推奨活動を積極的に行い、学都仙台コンソーシアムの単位互換ネッ

トワークを活用し、2018 年度は 11 大学から 101 人の履修登録があり、85 人の学生が

受講した。なお、2019 年度に向けて 2019 年１月から履修推奨活動を行うことにより、

「地域の課題Ⅰ」は 135人、「地域の課題Ⅱ」は 56人の履修登録があった。 

 

【留意事項３】 

就職状況に対し、構造的な課題に対して適切に分析・説明すること。 

【2018年度の対応状況】 

就職状況について、2017 年度に設置した「地域連携部会」で宮城県から県内大学生

の就職状況及び高校生の就職希望状況等についての報告を受け、構造的な課題の分析

を進めた。 

支店経済都市である仙台市については、在京企業における県内配属に対する意識の

強化が必要である。仙台市を除く県域では、ものづくり企業の集積を目指しており、工

学系の技術者に対するニーズが高いが、ビジネスモデルの革新を担う人材としての文

系学生の必要性も企業側に訴える必要がある。 

ここで見いだした課題への対応について、地域連携部会、地域協働教育推進機構運営

会議及び地域協働教育推進機構会議を中心に議論している。 

 

【留意事項４】 

地元の企業、地域産業とのマッチングについて、ニーズの掘り起こしを行い、ターゲッ

トを絞った取組を実施すること。 

【2018年度の対応状況】 

2017 年度より活動を開始した「地域連携部会」において協議を行った結果、仙台市

からはサービス業、宮城県全域としては製造業を中心とする業種に対する採用支援の

ニーズがあった。 
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それを踏まえて、大学、自治体及び地域企業が連携した相互支援体制の構築を目指し、

低年次学生への情報発信を中心とした「地元企業魅力発信イベント」を実施し、企業 40

社、学生 94人が参加した。これに付随して企業に対して、本イベントの事前に人材採

用・定着セミナー、事後に経営革新セミナーを開催し、のべ 25社、29人の経営者・幹

部等が参加した。 

また、宮城労働局事業等と連携して、のべ 29社の地元中小企業が「地域の課題Ⅰ・

Ⅱ」に参画し、各社の課題抽出及び課題解決プロジェクトの設計に学生が取り組むこと

で、地元企業の情報発信と理解を促進した。 

 

【参考意見】  

・ 事業協働地域就職率等の事業目標について、COC+大学をはじめとする事業協働機関はも

ちろん、地域や社会全体の現状を的確に把握し、それらを踏まえて最終的な目標の達成

に向けた取組を加速させること。  

・ 補助期間終了後も引き続き地（知）の拠点としての役割・取組を担うため、学長のリー

ダーシップの下、COC+コーディネーター及び担当部署を中心とした事業協働機関間の適

切な役割分担・コストシェアの推進、継続・発展のための各取組の実施について、予算

面・体制面を含む具体的な計画の作成を進めること。  

・ 地域課題の解決の観点から、アントレプレナーの支援強化についても検討されることが

期待される。  

・ 外部評価結果について、ホームページでの公表に留まらず、積極的な活用が期待される。  

 

 

  



13 

平成 30年度フォローアップ報告書  

 

１．進捗状況の概要 

■特に順調に進捗している点 

・ 事業協働機関へのインターンシップ参加者数は大幅に増加している。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 事業協働機関からの寄附講座数、事業協働機関雇用創出数、ともに目標値を大きく下回

っている。 

・ 事業協働地域就職率も横ばいであり、本事業の成果的な動きは数値的に認められない。 

 

２．中間評価時に付された留意事項への対応 

■特に順調に進捗している点 

・ 地域教育科目（地域の課題Ⅰ）を一部の大学で必修化している。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 事業協働機関へのインターン参加者数を除き、各種数値目標達成の道筋が未だ見えない。 

・ 事業協働機関との関係・連携について、事業協働機関からの寄附講座数・事業協働機関

雇用創出数を見る限り、改善の方向にあるかどうかが確認できない。 

 

３．達成目標と事業内容 

■特に順調に進捗している点 

・ 事業協働機関へのインターンシップ参加者数は大幅に増加している。 

・ 地域教育科目（地域の課題Ⅰ）が一部の大学で必修化されたことに伴い、履修者数は今

後増加していくことが期待される。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 事業協働機関からの寄附講座数、事業協働機関雇用創出数、事業協働地域就職率をどう

向上させるかの道筋が不明確であり、具体的なアクションについて検討が必要である。 

 

４．事業経費その他特筆すべき事項 

■特に順調に進捗している点 

・ 特になし。 

■課題（今後対応状況の確認を必要とする点） 

・ 人件費・謝金が大きな割合を占めているが、成果につながっていない。 

 

  



14 

令和元年度フォローアップ報告書  

 

１．進捗状況の概要 

■特に順調に進捗している点 

・ 「事業協働機関へのインターンシップ参加者数」「事業協働機関雇用創出数」が大幅に

増加している。 

・ 平成 30 年度から地域志向科目を必修化したことにより、地域志向科目受講者数が増加

し、「学生の地域志向科目受講状況」も平成 29年度の 45％から平成 30年度の 71.4％と

大幅に上昇している。 

■課題（事業終了に際し改めて確認を必要とする点） 

・ 「事業協働機関からの寄附講座数」は、目標値を大幅に未達（平成 29 年度に引き続き

０講座）という状況である。「補助期間終了時点までに目標値に達成できるよう取り組

んでいく」との記載があることから最終年度の成果に期待したい。 

・ 最も重要な指標である「事業協働地域就職率」は事業開始後の最高値となったものの、

目標には達していないことから、原因を分析し、具体的な対応策をとることが必要であ

る。 

 

２．中間評価時に付された留意事項等への対応 

■特に順調に進捗している点 

・ 「事業協働機関雇用創出数」が大幅に増加しており、目標を達成している。 

■課題（事業終了に際し改めて確認を必要とする点） 

・ 「事業協働機関からの寄附講座数」「事業協働地域就職率」の向上に務めることが重要

である。 

 

３．達成目標と事業内容 

■特に順調に進捗している点 

・ 「事業協働機関へのインターンシップ参加者数」「事業協働機関雇用創出数」及び「学

生の地域志向科目受講状況」は順調に推移している。 

■課題（事業終了に際し改めて確認を必要とする点） 

・ 「事業協働機関からの寄附講座数」「事業協働地域就職率」については、「目標値に達す

る予定である」「今後、各大学においても向上傾向が求められると思われる」との記載

があるが、これらを具体的に、どのように向上させるかの道筋が不明確である。 

 

４．事業経費その他特筆すべき事項 

■特に順調に進捗している点 

・ 特になし。 

■課題（事業終了に際し改めて確認を必要とする点） 

・ 経年的に補助金の多くが人件費の充てられてきていることから、補助期間終了後の COC+

事業の機能の継続性及び必要な予算の確保について確認が必要である。 
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３．教育カリキュラム 

 

2015 年度から、本事業のコアと位置付けている教育プログラム「単位互換コア科目（東

北学院大学では、地域教育科目としている）」の「地域の課題Ⅰ」、「地域の課題Ⅱ」、「地域

課題演習」の開講と事業協働機関への公開、FD/SD研修や地域協働教育コーディネーター養

成研修など教職員のスキルアップ研修、シンポジウム等を通じて、本事業の一貫した目標で

ある「ディープ・アクティブラーニングによる学生の深い学び」への理解促進と事業協働機

関に導入するための機会づくりに注力してきた。 

その中で、学生が地域の現状を正確に捉え、事業協働地域における人材像やあるべき姿を

共有し、そこにある課題の解決に向けて、大学側または企業側が、個別ないし相互に発展す

ることが必要であるという認識が得られるよう、共通理解を得る機会を多く持つことに重

点を置いた。教育プログラムの開発にあたっては、本事業採択後から教育プログラム開発部

会（部会長：東北学院大学学長室長・経済学部 阿部重樹 教授）にて審議と評価、検討を行

い、多様な教職員の意見を反映しながら実施してきた。 

また、単位互換部会（部会長：仙台白百合女子大学人間学部 鈴木寿則 准教授）では本事

業で開発される単位互換コア科目や相互連携科目・プログラム等の単位互換の推進に向け

た方法・方策等を検討し、広く事業協働機関等の学生・生徒の学びを深める機会を提供した。 

 

【本事業のコアプログラム】 
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■教育プログラムの開発と評価・改善 

（１）単位互換コア科目（地域教育科目）の履修状況 

単位互換コア科目である「地域の課題Ⅰ」「地域の課題Ⅱ」「地域課題演習」の３科目は、

東北学院大学の地域教育科目群というミニカリキュラムに位置づけ、ディープ・アクティブ

ラーニングの考え方を基にして検討・設計した。2016 年度より東北学院大学文学部・教養

学部の２学部において「地域の課題Ⅰ」から順次開講し、2018 年度には東北学院大学の全

６学部で開講した。東北学院大学の地域教育科目としては、2016年度から 2019年度までの

間に、のべ 4,475 名が履修登録し、4,119 名が単位を取得した。併行して 2018 年度からは

学都仙台単位互換ネットワークの制度を活用し、「地域の課題Ⅰ」「地域の課題Ⅱ」「地域課

題演習」を単位互換科目として開講し、のべ 292名が履修登録し、226名が単位を取得した。

なお、「地域課題演習」を単位互換として履修する学生はいなかった。 

具体的な履修状況と学生の単位取得者数は以下のとおりである。 

 

【東北学院大学各学部別の履修状況】                   （単位：名） 

  

地域の課題Ⅰ 地域の課題Ⅱ 地域課題演習 
地域の課題Ⅰ
（再履修） 履修者 

合計 

単位 

取得者 

合計 履修者 
単 位 

取得者 
履修者 

単 位 

取得者 
履修者 

単 位 

取得者 
履修者 

単 位 

取得者 

2016 

年度 

文学部 235 219 0 0     21 10     

教養学部 254 230 5 4     22 16 537 479 

2017 

年度 

文学部 181 172 4 4 0 0 6 3     

教養学部 253 242 4 2 0 0 1 1 449 424 

2018 

年度 

  

  

  

  

工学部 282 265 4 4     0 0     

文学部 237 227 4 3 0 0 5 3     

経済学部 284 273 11 11     13 11     

経営学部 246 231 47 46     9 7     

法学部 213 207 1 0     9 4     

教養学部 257 241 5 5 1 1 10 8 1,638 1,547 

2019 

年度 

  

  

  

  

工学部 302 268 7 5 3 3 0 0     

文学部 169 144 4 1 5 5 31 24     

経済学部 281 267 11 8 6 6 21 21     

経営学部 406 363 45 42 10 10 19 19     

法学部 233 216 1 1 0 0 8 8     

教養学部 258 231 9 8 3 3 19 16 1,851 1,669 

総合計 4,475 4,119 
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【単位互換科目の履修状況】 

※高校生を含む                              （単位：名） 

  

地域の課題Ⅰ 地域の課題Ⅱ 地域課題演習 
履修者 

合計 

単位 

取得者 

合計 履修者 
単 位 

取得者 
履修者 

単 位 

取得者 
履修者 

単 位 

取得者 

2018 

年度 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

東北工業大学  15 13  0  0  0  0   

仙台白百合女子大学  10 10  0  0  0  0   

尚絅学院大学  10 9  0  0  0  0   

宮城学院女子大学  8 6  0  0  0  0   

聖和学園短期大学  9 6  0  0  0  0   

仙台高等専門学校（４～５年）  6 4  0  0  0  0   

仙台高等専門学校（１～３年） 29  23       

東北生活文化大学  4 3  0  0  0  0   

仙台大学  2 2  0  0  0  0   

宮城大学  3 3  0  0  0  0   

東北芸術工科大学  3 3  0  0  0  0   

東北福祉大学  2 2  0  0  0  0   

合計（2018 年度）  101 84  0  0  0  0 101 84 

2019 

年度 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

仙台高等専門学校（４～５年） 36  25 25  17  0  0   

仙台高等専門学校（２～３年） 10  10       

東北工業大学 28  22 16  10  0  0   

尚絅学院大学 18  17  0  0  0  0   

仙台白百合女子大学 14  11 8  3  0  0   

仙台大学 4  4  0  0  0  0   

東北学院大学 7  3 7  6  0  0   

聖和学園短期大学 5  2  0  0  0  0   

宮城学院女子大学 1  1  0  0  0  0   

宮城大学 2  2  0  0  0  0   

常盤木学園高等学校 6  5       

東北学院中学校・高等学校 3  3       

仙台市立仙台高等学校 1  1       

 合計（2019 年度）  135 106 56  36  0  0 191 142 

総合計（2018～2019 年度） 236 190 56 36 0 0 292 226 
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（２）単位互換コア科目（地域教育科目）の設計と改善 

東北学院大学の必修科目である「地域の課題Ⅰ」については、2016 年度は地域企業の課

題を見いだすことをテーマに、経営のフレームワークである戦略マップの「財務」「顧客」

「プロセス」「学習と成長」の４つの視点を用い、「フレームワークの活用」「課題発見の方

法」「論理的思考」の三点を重視したプログラムとして設計した。このプログラムでは、受

講生からの授業の難易度についての評価が大きく分かれ、高い関心を持った学生もいた一

方、経営系の情報の理解が追いつかないというフィードバックがあった。 

これらを受けて 2017年度以降は、地域企業の課題を見いだすというテーマはそのままに、

受講生の学習経験を基礎として、自らの所属学部・学科の学びをふりかえり、意味づけする

ことによって、自分の専門性に基づいたフレークワークを構築した。これにより自己と世界

の関係をより強く認識した上で企業の課題抽出を行い、自らの個性や能力を実社会で発揮

することを学ぶプログラムとした。また、地域高度人材指標を活用した学生評価の実施や検

証・改善の取り組みも開始した。 

2017 年度及び 2018 年度も受講学生と参加教職員からのフィードバックを得てプログラ

ム改善を行い、2019 年度には「地域企業の課題を見いだす」というテーマを維持し、「自ら

の切り口」を持った上で「世界、日本、宮城県の経済や企業の現状を理解・分析し、それを

もとに将来像を描く」ことに重点を置いた教育プログラムとした。 

 

〇各科目別の学習内容 

2016年度から検討を重ねた本事業の単位互換コア科目である教育プログラムは、2019

年度には次の５科目を実施した。 
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東北学院大学「地域の課題Ⅰ」 
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単位互換科目「地域の課題Ⅰ」 
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東北学院大学「地域の課題Ⅱ」 
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単位互換科目「地域の課題Ⅱ」 
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東北学院大学「地域課題演習」 
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▲「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」の様子 

  

▲「地域の課題Ⅱ（地域企業版）」の様子（左：講義、右：経営者インタビュー） 

  

▲「地域課題演習（地域企業版）」の様子（左：企業実習、右：成果報告会） 

  

▲単位互換科目「地域の課題Ⅰ」の様子     ▲単位互換科目「地域の課題Ⅱ」の様子 
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■教育プログラムの展開と開放 

（１）COC+参加校等への展開と単位互換 

本事業で実施する教育プログラムの仕組み、特に各科目やカリキュラムの設計、評価手法、

学習効果等についての認知を広めるため、各 COC+参加校において、学生の深い学びへの変

容を促す仕組みとしてのディープ・アクティブラーニングへの理解を推進する FD/SD 研修

を開催した。また教職員を対象にディープ・アクティブラーニングの手法を用いた単位互換

コア科目に対する理解を深め、各参加校への導入を促すため、2017 年度には夏期体験講座

を開催し、教職員や希望学生を対象とする研修と講座を組み合わせたプログラムを実施し

た。参加した 21 名のうち 15 名の教職員は、講義設計や担当業務での実践に意欲を示して

おり、ディープ・アクティブラーニングにつながる講義科目の設計・運用のための具体的な

手法について理解が深まったとの回答を得た。 

併行して、ディープ・アクティブラーニングに関心を持った参加校からの要請を受ける形

で、2016年度より「ディープ・アクティブラーニングを目指した講義の試行」を実施した。

この試行は事業協働機関である 12高等教育機関のうち、尚絅学院大学、仙台大学、仙台白

百合女子大学、東北生活文化大学、宮城学院女子大学、聖和学園短期大学、東北生活文化大

学短期大学部の７機関 11 名の教員の協力を得て、10 科目のべ 38 回、参観教職員は 93 名、

受講学生はのべ 370名となった。この試行の結果、科目担当の 11名全員がディープ・アク

ティブラーニングのねらいや手法について「ある程度は理解ができた」と回答した。また、

11 名のうち９名が学んだことを自身の授業で実践しており、うち２名は「これから実践し

たい」と意欲的な回答をしている。これらの結果から各 COC+参加校にディープ・アクティ

ブラーニングの環境づくりや運営ノウハウを移転することができたと言える。 
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【ディープ・アクティブラーニングを目指した講義の試行一覧】 

2016年度 

機関名称・科目名称 担当教員 学年 テーマ 実施日時 

聖和学園短期大学 

「公務員試験対策講座Ⅰ」 
鳴海 渉 １ 

指定管理者制度による 

地域の公的施設の管理運営 

11月14日、21日 

14:20～15：50 

仙台白百合女子大学 

「地域保健福祉論」 
鈴木寿則 ２ 地域の健康と管理栄養士 

１月 23日 

9：00～10：30 

１月 26日 

10：40～12：10 

 

2017年度 

機関名称・科目名称 担当教員 学年 テーマ 実施日時 

東北生活文化大学 

「地域栄養活動演習」 
栗山孝雄 ４ 地域の健康と管理栄養士 

４月 18日、25日 

10:40～12:10 

聖和学園短期大学 

「公務員試験対策講座Ⅱ」 
鳴海 渉 ２ 公立図書館の運営 

６月 21日、28日 

12:40～14:10 

宮城学院女子大学 

「心理行動セミナーⅢ」 

木野和代 

大橋智樹 
３ 地域企業を担う人たちの心理 

７月 18日、25日 

10:30～12:00 

宮城学院女子大学 

「卒業研究基礎演習Ⅰ」  
平本福子 ３ 企業連携の振り返りと今後 

９月 21日 

14:40～17:50 

尚絅学院大学 

「地方自治論」 
藤本吉則 ３ 

指定管理者制度による公の

施設の管理運営 

10月 18日、20日、

25日、27日 

水曜 8:50～10：20 

金曜 12:50～14：20 

仙台白百合女子大学  

「健康管理概論」 

「地域保健福祉論」 

鈴木寿則 ２ 地域の健康と管理栄養士 

11月 14日 

13：00～14：30 

14：40～16：10 

11月 16日 

10：40～12：10 

13：00～14：30 

東北生活文化大学短期大学部 

「フードエンタテイメント演習」 
池田展敏 ２ 

対象者のニーズ調査に基づ

いた「食」に関する企画立案 

12月１日、15日、22

日 9:00～10:30 

東北生活文化大学 

「生活美術特別講義Ⅵ」  

北折  整 

鶴巻史子 

佐藤寛和 

３ 
「キャラクターデザイン・プロデ

ュース」ワークショップ 

12月 25日、26日 

終日 

聖和学園短期大学 

「公務員試験対策講座Ⅰ」 
鳴海 渉 １ 

定禅寺通のアクティビティを

考える 

１月 15日、22日 

14:20～15:50 

仙台大学 

「全学教養演習」 
藤井久雄 ２ 地域の課題を考える 

9月 26 日～１月 30

日 10:20～11:50 
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（２）学びを深めるための講義外の活動 

単位互換コア科目として開講している「地域の課題Ⅰ」は、東北学院大学の必修科目であ

り、各学部のおよそ半数程度の 169～406名の学生がひとつの教室で受講した。この大人数

に対応し、かつアクティブラーニングとするため、基本的には地域企業の事例をまとめたケ

ース教材を利用した学習方法としている。ケース教材は、企業の歴史や現在の状況などをま

とめたものであり、学生にとっては複雑な企業の状況を概要として理解することができる

ものの、企業の経営者の想いや現実的な問題等を体験的に理解するには不十分であった。こ

のため、2016年度より毎年「地域の課題Ⅰ（地域企業版）研究会」と題して、企業の経営者

等を迎えた特別講義を実施し、経営者の考えや、現実に直面した課題等をお話しいただき、

学生がケーススタディでの思考と現実の違いを知る機会を提供した。 

各年度に開催した研究会は以下のとおりである。 

 

〇2016年度 

日 時 2016年５月 18日（水）18：00～19：30 

講 師 一條 一平 氏（時音の宿 湯主一條 20代目当主） 

テ ー マ 老舗旅館 湯主一條（宮城県白石市鎌先温泉） 事業再生の道のり 

参加者数 77名 

 （内訳） 東北学院大学 学生 65名 

  COC+参加大学の学生３名（仙台高等専門学校） 

  COC+参加大学の教職員９名（仙台白百合女子大学、尚絅学院大学、 

  宮城学院女子大学、聖和学園短期大学、東北学院大学） 

感 想 ・自分たちの強みがなにであるかを理解することが信頼・信用競争の時代を

生き抜くことができる。信頼を大事にした徹底したサービスの工夫をしっ

かり聞くことができて楽しかった。 

 ・実際に経営再建をした人の話を聞けるのはなかなかないと思うので興味深

かった。マニュアルで動いているのではなく、何を自分にできるか考えさ

せて行動させるようにしているというのがとても印象的だった。 

〇2017年度 

日 時 2017年７月 19日（水）18：15～19：30 

講 師 田所 寛章 氏（松月産業株式会社 常務取締役） 

テ ー マ 松月産業グループ（宮城県仙台市）現状と今後の将来像について 

参加者数 21名 

（内訳）東北学院大学  学生 13 名 

COC+事業協働機関関係者等８名（東北学院大学、尚絅学院大学、 

聖和学園短期大学、仙台市、仙台青年会議所） 

感 想 ・betterはあっても bestはない。という言葉が印象に残った。多様化に 

  対応するということは言葉にするのは楽だけど、行動は大変だと思った。 

・「社会に出ると正確はない」という言葉が印象に残りました。今のホテル 

 業界や社会の動きが分かりました。自分で何が正しい情報なのかを判断 

することも大切であると感じました。 
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〇2018年度 

日 時 2018年６月６日（水）18：15～19：30 

講 師 草刈 美智子 氏（オーダーメイドジュエリー工房リパッティ代表） 

テ ー マ 現状と今後の展開について 

参加者数 35名 

 （内訳）東北学院大学 学生 31 名 

COC+事業協働機関関係者等４名 （東北学院大学、仙台市、 

日本政策金融公庫、JICA） 

感 想 ・未来予測をすることの重要さというお話が心に残りました。これは AIに 

 できないことで、我々人間しかできないことだと思うので、未来を予測で 

 きる力と知識、経験を積み上げていきたいと思いました。 

 ・印象に残ったのは、自分の弱点こそが 1番の個性であり、弱点を正しく理 

 解すれば周りが助けてくれるというものでした。弱点は克服しなければい 

 けないとしか考えたことがなかったので、この際に自分の弱点に向き合っ 

 て見たいと思いました。 

〇2019年度 

日 時 2019年６月５日（水）18：15～19：30 

講 師 白川 由利枝 氏（仙台市若林区長） 

テ ー マ 持続可能な地域を支える自治体職員とは？ 

参加者数 28名 

 （内訳）東北学院大学 学生 17 名 

    COC+参加大学の学生７名（宮城学院女子大学） 

COC+事業協働機関関係者４名（尚絅学院大学、仙台白百合女子大学、 

東北学院大学） 

感 想 ・地域の課題はとても多方向に数多くあることが分かりましたが、課題を解 

 決するだけではなく、課題と共存して生活するのはありではないのか？と 

 いうことについて私は考えたこと無かったのでとても印象に残りました。 

 また、いつもの世界からはみだしてみることで人を鍛え、それぞれを強く 

 し、新しい時代をつくるきっかけになっていくのかなとも思いました。 

 ・「結果」ではなく「プロセス」も重要だということが最も印象に残った。 

 まずは、大学でプロセスを意識しながら生活していこうと思った。 
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■単位互換の推進 

（１）単位互換コア科目の単位互換の推進 

単位互換コア科目である「地域の課題Ⅰ」「地域の課題Ⅱ」「地域課題演習」の３科目の単

位互換を 2018年度から開始した。 

実施にあたり、単位互換のための新協定締結または学都仙台コンソーシアム単位互換ネ

ットワーク利用との比較検討や、各教育機関の履修規則等、単位互換に関する取り扱いにつ

いての調査を行い、履修に当たって事業協働機関の学生等に不利益や不平等が無いよう調

整に努めた。また 2016年度から「ディープ・アクティブラーニングを目指した講義の試行」

を、2017年度には「夏期体験講座」として単位互換のプロトタイプとなる講座を開講した。

これらの機会を活用して、学生に対し、受講意欲がわくようなテーマや教育内容、日時や場

所等の受講しやすさ、募集方法、受講目的等を調査し、検証を行った。 

併せてより多くの学生が単位互換コア科目を履修するための具体的な広報手段や掲載内

容を検討するためのワーキンググループを作り、本事業の教育プログラムに関心を持つと

想定される学生像を絞り込み、有効な広報ツールやその掲載内容について、各部会員の広報

活動等について整理した。 

単位互換の開始直後には、教職員を対象とした単位互換科目の開講についての説明会を

本事業に参加する 12 高等教育機関にて実施した。学生に対しては個別相談に応じる機会を

設ける等の取り組みを行い、結果として 2018年度と 2019年度合わせて「地域課題演習」の

受講生はいなかったものの、「地域の課題Ⅰ」「地域の課題Ⅱ」の２科目について、宮城県内

14 校及び山形県１校より、のべ 226名の学生が単位を取得（高校生には受講証明書を発行）

した。なお、2018 年度には単位互換科目「地域の課題Ⅰ」の未履修学生を対象として、単

位互換科目の認知経路や、興味関心、開催日程の都合等を調査し、調査結果を 2019年度の

開講科目に活用した。 

また、単位互換コア科目の開講にあわせ、開講前、講義中、講義後に、受講生や講義担当

教員、履修しなかった学生、参観教職員等の関係者からの評価とフィードバックを受けた。 

受講生からは、単位互換コア科目を学習することによって身につくと期待される能力や

学び、意欲、取り組み姿勢や現状、指標に基づくコンピテンシー等の教育プログラムや指標

に関する評価等についてアンケート調査やヒアリング調査を行った。教職員からは教育プ

ログラムに関する満足度や要望等の評価をアンケートによって収集した。 

2018 年度の単位互換科目「地域の課題Ⅰ」では、事後アンケートから、受講生から多様

な意見を共有できること、スピーディな学びや気づきが多く成長を実感できたこと等の魅

力が評価されたが、時間配分やグループ分けの具体的な改善と、教員の指導やサポートの改

善を求める意見が多くあった。これらの評価を受けて 2019年度は、講義内容を地域の課題

解決策の提案までではなく、地域の課題設定までとすること、事前にグループ分けをするこ

と、会場を大学キャンパスとすること、部会員を中心として協力教職員を確保すること等を

改善した。なお、2018年度と 2019年度の単位互換科目の受講生の評価は高く、満足度・理

解度ともに 80％以上の受講生がこの科目の学習内容について満足した、理解できたと回答

した。このことから、受講生はおおむね本教育プログラムについて理解し満足したと考えら

れる。 

  



30 

【単位互換推進のパンフレット】 

 

   
▲2018 年度 

 

  

▲2019 年度 
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【単位互換コア科目の意識調査の一部】 

 

2018年度 「地域の課題Ⅰ」満足度及び理解度 N=84 

 

 

 

 

2019年度 「地域の課題Ⅰ」「地域の課題Ⅱ」満足度及び理解度 N=142 
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（２）相互連携科目の履修勧奨に向けた取り組み 

各 COC+参加校から提供された相互連携科目を取りまとめ、相互連携科目の要点と学修の

ポイントをまとめ、本事業の Web サイトにて履修を勧めた。各 COC+参加校の既存科目であ

り、授業期間中の開講科目であったこともあり、いずれの年も単位互換としての履修者はい

なかった。 

 

【2019年度相互連携科目】 

科目名 開講時期 提供校 
他大学履修者数 

（単位互換） 

自大学履修者数 

（参考） 

復興ボランティア学 前期 石巻専修大学 ０名 162名  

いしのまき学 前期 石巻専修大学 ０名 371名  

生活美術特別講義Ⅴ 前期集中 東北生活文化大学 ０名 15名  

栄養疫学 前期 仙台白百合女子大学 ０名 ８名  

地方自治論 後期前半 尚絅学院大学 ０名 63名  

地域スポーツ戦略論 後期 仙台大学 ０名 115名  

地域文化論 後期 東北生活文化大学 ０名 ３名  

東北の伝統と文化 後期 仙台白百合女子大学 ０名 35名  
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■教育プログラムの評価と改善 

本事業では、単位互換コア科目や各種プログラムの共有化、その中でのディープ・アクテ

ィブラーニングの実践を通して地域で活躍しうる人材の育成を進める一方で、各大学の学

生個人の成績評価とは別に、地域高度人材指標開発・評価部会（部会長：宮城教育大学教育

学部 吉田剛 教授）を中心に、COC+参加校全体での地域高度人材の共通指標を作成し、運

用・評価を行った。 

 

（１）地域高度人材指標の開発 

事業協働機関の共通指標として「持続的挑戦」「ネットワーク分析」「ネットワーク構築」

の三つの能力を柱とした地域高度人材指標を作成し、この指標による評価を行う科目毎に

下位指標を設定し、運用する方法を開発した。 

地域高度人材指標の開発にあたり、本事業における指標開発の取り組み方針の確認と、指

標開発の進め方について 2015年度の部会発足時から 2018年度まで随時検討を重ねた。 

2015 年度当初から、指標づくりの基礎となる本事業の方針と地域高度人材に関する用語

の定義の確認や、指標開発と評価に関する前提条件の整理を行った。前提条件の整理では、

人材指標の策定・評価にかかる他地域の先行事例の調査、求める人材像や指標項目の抽出を

目的に、県内企業を対象としたヒアリング調査、単位互換コア科目開発過程における指標の

調査、本事業の参加高等教育機関のディプロマ・ポリシーのとりまとめ、地域高度人材像の

イメージ共有、ルーブリック案の作成、データベース化の検討、到達度レベルのイメージ共

有等を行った。 

これらを踏まえて、2016 年度には他地域の取り組みや社会人基礎力、学士力等の指標を

参考に、本事業を中心とした事業協働機関における地域高度人材指標のプロトタイプを作

成し、それを用いた評価の試行を開始した。評価の試行は、本事業の単位互換コア科目に加

えて、教育プログラム開発部会、単位互換部会、FD/SD部会が実施した各大学等正課科目の

うちディープ・アクティブラーニングを目指した講義の試行プログラムとした科目で実施

した。併せて、東北学院大学教養学部人間科学科「教育工学実習」や宮城学院女子大学学芸

学部心理行動科学科「心理行動セミナーⅢ」等の本部会員の担当科目について、下位指標を

どのように設定するかの検討を行った。 

その結果、評価指標の下位指標を科目の到達目標や講義テーマ、学部学科の教育目標等に

合わせて検討・抽出することで汎用性が生まれ、各事業協働機関内に取り入れやすい形にな

ること、指標を用いた評価方法は各科目担当教員が随時検討することが望ましいことを確

認し、2017年度に地域高度人材指標を開発した。 

2018 年度以降は地域高度人材指標の実践と検証に重点を置き、指標活用後の授業内容の

変更や評価方法等の改善に加えて、大学卒業後の社会人の評価や企業での指標活用等、主に

指標の運用について議論した。 
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【地域高度人材指標】 

地域高度人材の理念 

複雑な文脈が織り込まれた地域において、産業の革新と自治の担い手として、地域の文脈を 

理解しそれらに適応しつつ、関係者に能動的に働きかけ、新たな価値を生み出す人材 

地域高度人材指標 

持続的挑戦 

地域社会や事業体につい

て、自ら将来ビジョンを描き、

その実現のために持続的・戦

略的に課題解決に挑戦する

能力 

ネットワーク分析 

地域社会や事業体のメカニズ

ムと環境について、種々の情

報を収集・分析し、それらの相

互の関係性を見いだし、価値

判断・意思決定を行う能力 

ネットワーク構築 

地域社会や事業体におい

て、関係者に対して能動的に

働きかけ協働を促進する能力 

 

 

【地域高度人材指標の下位指標の設定例】 
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（２）指標による評価と改善 

2016 年度より地域高度人材指標のプロトタイプを用いて、単位互換コア科目「地域の課

題Ⅰ（地域企業版）」「地域の課題Ⅱ（地域企業版）」の受講生を対象とした評価の試行を開

始した。2017 年度以降は順次、本部会員の教員が担当する科目や科目群と、各大学等正課

科目のうちディープ・アクティブラーニングを目指した講義の試行プログラムとした科目

において、プロトタイプを含めた地域高度人材指標と下位指標を用いた評価を実施した。 

この中で単位互換コア科目では、ミニカリキュラムとして各科目の到達目標に合わせた

下位指標と評価方法を検討・運用した。この評価の結果、2018 年度前期は講義内容の絞り

込みや順序の変更などの情報の整理、フレームワークを用いた思考機会を増やすこと、後期

は調査テーマの絞り込み、履修生の思考や共同活動を促進するような評価を組み込むこと

等の改善を行うこととした。 

単位互換コア科目以外の科目で本指標による評価を実施した教員は、「『評価』という語に

対して学生は『良い点を取る』ことと捉えていた」ために、「この人材育成指標を用いた評

価の主旨やねらいを丁寧に説明する必要があった」「学生の理解度に合わせて授業計画の進

行を修正したため、指標による学習効果の測定に取り組む時間を多く作れなかった」といっ

た点を反省点として挙げ、次年度への改善を予定している。 

 

評価実施科目一覧（指標プロトタイプを用いた評価も含む） 

東北学院大学 「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」※夏期集中の単位互換科目を含む 

東北学院大学 「地域の課題Ⅱ（地域企業版）」※夏期集中の単位互換科目を含む 

東北学院大学 「地域課題演習（地域企業版）」 

宮城学院女子大学 「心理行動セミナーⅡ」 

宮城学院女子大学 「心理行動セミナーⅢ」 

尚絅学院大学 「地方自治論」 

東北生活文化大学 「生活美術特別講義Ⅵ」 

仙台大学 「全学教養演習」 

仙台白百合女子大学 「地域保健福祉論」 

仙台白百合女子大学 「公衆衛生学」 

仙台白百合女子大学 「食品学実験Ⅱ」 
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〇地域高度人材指標と下位指標の活用 

2017年度より東北学院大学の必修科目である「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」及び単位互

換科目「地域の課題Ⅰ」において、講義の第１回と最終回である第 15 回とで、履修生の学

習に関する自己認識の現状調査を目的としたアセスメントを行った。このアセスメントは、

地域高度人材指標及び地域教育科目にて設定した下位指標を基に質問項目を決定し、毎年

同じ項目、同じ方法で調査した。 

 

【地域高度人材指標とアセスメント項目】 

評価指標 下位指標 アセスメント項目 

持続的挑戦 メタ学習 
Q１ 
Q７ 

自分の専門分野についてこれまで学んだことを説明することができる 

自分がどういう学び方をしているかを他者に説明することができる 

ネットワーク
分析 

フレーム 
ワーク 

Q４ 
Q５ 
Q８ 

自分の専門分野の視点から周囲の出来事を説明することができる 

自分の専門分野の中心にある考え方を説明することができる 

限られた情報を組み合わせて蓋然性の高い判断をすることができる 

ネットワーク 
構築 

多様性の 
受容 

Q２ 
 
Q３ 
Q６ 
Q９ 

インターネットだけではなく、書籍や雑誌、新聞からも適切な情報を 

集めることができる 

周囲の人に格好つけずに自分を見せることができる 

自分と違う価値観を持つ人と意見のやり取りができる 

他者の立場になりきって周囲の出来事を見ることができる 

選択肢 ①全く当てはまらない ②あまり当てはまらない ③どちらとも言えない 

  ④やや当てはまる  ⑤大いに当てはまる 

  
※2017 年度、2018 年度は Q4 を下位指標「メタ学習」として扱ったが、部会にて審議し、2019 

年度より「フレームワーク」として扱うこととした。 

 

 

2017年度前期 東北学院大学「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メ
タ 

学
習 

フ
レ
ー
ム 

ワ
ー
ク 

多
様
性
の
受
容 

 

文学部・教養学部アセスメント N=380 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q1-1回目
Q1-15回目

Q4-1回目
Q4-15回目

Q7-1回目
Q7-15回目

Q5-1回目
Q5-15回目

Q8-1回目
Q8-15回目

Q2-1回目
Q2-15回目

Q3-1回目
Q3-15回目

Q6-1回目
Q6-15回目

Q9-1回目
Q9-15回目

５.大いに当てはまる ４.やや当てはまる ３.どちらとも言えない

２.あまり当てはまらない １.全く当てはまらない 無回答
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2018年度前期 東北学院大学「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年度前期 東北学院大学「地域の課題Ⅰ（地域企業版）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フ
レ
ー
ム 

ワ
ー
ク 

メ
タ 

学
習 

多
様
性
の
受
容 

 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q1-1回目
Q1-15回目

Q7-1回目
Q7-15回目

Q4-1回目
Q4-15回目

Q5-1回目
Q5-15回目

Q8-1回目
Q8-15回目

Q2-1回目
Q2-15回目

Q3-1回目
Q3-15回目

Q6-1回目
Q6-15回目

Q9-1回目
Q9-15回目

大いに当てはまる やや当てはまる どちらとも言えない

あまり当てはまらない 全く当てはまらない

全学部アセスメント N=1445 

全学部アセスメント N=1397 

フ
レ
ー
ム 

ワ
ー
ク 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q1-1回目
Q1-15回目

Q4-1回目
Q4-15回目

Q7-1回目
Q7-15回目

Q5-1回目
Q5-15回目

Q8-1回目
Q8-15回目

Q2-1回目
Q2-15回目

Q3-1回目
Q3-15回目

Q6-1回目
Q6-15回目

Q9-1回目
Q9-15回目

５.大いに当てはまる ４.やや当てはまる ３.どちらとも言えない
２.あまり当てはまらない １.全く当てはまらない

メ
タ 

学
習 

多
様
性
の
受
容 
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2018年度前期集中 単位互換科目「地域の課題Ⅰ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年度前期集中 単位互換科目「地域の課題Ⅰ」 
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タ 

学
習 

多
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性
の
受
容 

 

フ
レ
ー
ム 

ワ
ー
ク 

メ
タ 

学
習 

多
様
性
の
受
容 

 

フ
レ
ー
ム 

ワ
ー
ク 

履修生アセスメント N=105 

履修生アセスメント N=84 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q1-1回目
Q1-15回目

Q4-1回目
Q4-15回目

Q7-1回目
Q7-15回目

Q5-1回目
Q5-15回目

Q8-1回目
Q8-15回目

Q2-1回目
Q2-15回目

Q3-1回目
Q3-15回目

Q6-1回目
Q6-15回目

Q9-1回目
Q9-15回目

５.大いに当てはまる ４.やや当てはまる ３.どちらとも言えない

２.あまり当てはまらない １.全く当てはまらない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q1-1回目
Q1-15回目

Q7-1回目
Q7-15回目

Q4-1回目
Q4-15回目

Q5-1回目
Q5-15回目

Q8-1回目
Q8-15回目

Q2-1回目
Q2-15回目

Q3-1回目
Q3-15回目

Q6-1回目
Q6-15回目

Q9-1回目
Q9-15回目

５.大いに当てはまる ４.やや当てはまる ３.どちらとも言えない

２.あまり当てはまらない １.全く当てはまらない
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（３）指標評価への意見の集約 

地域高度人材指標を用いた人材育成については、教育プログラム開発や FD/SDの研修プ

ログラムの開発、高大連携プログラムの開発等に活用するとともに、今後の指標活用の参

考とするために教育プログラムにおいて指標による評価を受けた学生の率直な意見と、大

学と卒業後の企業・自治体等での人材育成の接続を考える機会をつくり、それぞれの意見

を集約した。 

 

〇学生からの意見集約 

地域高度人材指標を用いた人材育成について、被評価者である学生と意見交換を行い、

評価による考え方・行動の変化や評価されることの意味・価値に関する考えを確認した。

なお、学生は単位互換コア科目の３科目のうち２科目以上を履修した学生群から任意で抽

出し、学生に参加を依頼した。学生らは評価を受けたことによって、社会とのつながりや

流れを意識するような思考の広がりがあったこと、自己と他者の意見の比較と多様性の理

解につながったこと、もっと知りたいというような意欲や主体性、向上心が生まれたこと

などの変化を挙げた。また、評価されることにより中だるみせずにできる、自信につなが

るなどの評価の意義に気づきがあり、学習の判断基準となることやメタ学習の重要性など

に価値を見いだしていた。 

 

2019年度 全４回 東北学院大学３年４名、２年６名 計 10 名 

第１回 11月 ７日（木）２校時 ２名（工学部３年１名、２年１名） 

第２回 11月 11 日（月）４校時 ２名（文学部・教養学部２年 各１名） 

第３回 11月 12 日（火）５校時 ３名（経済学部・経営学部・教養学部２年 各１名） 

 第４回 11月 13 日（水）４校時 ３名（文学部３年２名、経営学部３年１名） 

 

 

〇企業・自治体からの意見集約 

大学と企業との人材育成指標の接続という観点から、産業界の意見を受け取り、当該指

標をより実質的なものに更新することを目的として企業関係者を対象とした意見交換を行

った。 

企業からは、知識や強い熱意を持って組織全体やステークホルダー等を巻き込み動かす

力や引っ張る力といったリーダーシップと、粘り強さや最後までやり抜くといった持続力

等が必要であるとの意見があった。また、指標の活用イメージとしては採用時に受容や協

働を、人材育成の場面では目標に向かって動けるか、分析・意思決定・達成等の問題解決

ができること、現場で実践が出来ること等が挙げられた。指標をより有効に活用するため

には、卒業後の学生（社会人）をモニタリングして、入社後の情報を指標の改善のために

フィードバックすることなどのアイディアが出された。 
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■高大接続 

高大連携部会（部会長：宮城教育大学 2015年度 中井滋 連携担当理事・副学長、2016～

2017年度 熊野充利 連携担当理事・副学長、2018～2019年度 岡正明 連携担当理事・副学

長）を中心に、中等教育機関と高等教育機関との接続と連携を念頭にした、宮城県等が行う

「キャリア教育・志教育の推進に関する覚書」に基づくプログラムの実施と、県内に所在す

る中学校・高等学校の教員向けの支援を行った。 

 

（１）地域型キャリア教育実践モデルの開発と普及 

地域型キャリア教育実践モデルとして、2016 年度に「地域の身近な課題をテーマに課題

解決思考（読解、表現、仮説検証）を身につける」授業を開発した。続く 2017年度にこの

モデル授業を東北学院中学校・高等学校にて試行し、県内高等学校への普及を目指した検証

を行った。これらの検証の結果を受けて 2018 年度は「地域社会の未来を描き、自分の生き

方と学び方を関連付けて考える」をテーマに、多様な高等学校のニーズに対応し、総合的な

学習の時間の数校時等の短時間でも取り入れやすくするため、ユニット単位の教育プログ

ラムを開発した。宮城県教育委員会を通じて県内高等学校に対してプログラム導入を呼び

かけ、２校が応じ、2019 年度末までに東北学院中学校・高等学校を含めて計３校にてモデ

ル授業を行った。 

モデル授業を導入した高等学校の教諭からは「今年度から始まった探究的な活動につい

て、正直なところ勉強不足である」との意見があり、「高校の教員では教えきれない研究を

行う上での諸知識」「学術的な妥当性、研究テーマの精選、研究メソッドの流れ」といった

事柄について大学との連携を求める声が得られた。 

この点を踏まえ、地域型キャリア教育実践モデルに追加するかたちで、高等学校における

地域連携型の探究学習を支援する「研究の手法」、特に課題の設定と調査の手法に絞り込ん

だプログラムを組み込んだ。 

 

2017年度 東北学院中学校・高等学校 １年生（８校時） 

2018年度 東北学院中学校・高等学校  ２年生（36校時） 

2019年度 宮城県古川高等学校  ２年生（２校時） 

 宮城県築館高等学校  １年生（２校時）、２年生（１校時） 

 

【2019年度地域型キャリア教育実践モデルの概要】 

ユニット１ マクロ環境の理解（１）「日本の経済」（４〜６時間程度） 

日本経済の基本的な仕組みと動きを理解し、自分自身の学びとの関係性について考える 
 

ユニット２ マクロ環境の理解（２）「地域の経済」（４〜６時間程度） 

宮城県の現状理解、宮城の経済の今後と自分の学び方について考える 
 
ユニット３ マクロ環境の理解（３）「世界の経済」（４〜６時間程度） 

世界経済と自分との関係性の理解を深める 
 

ユニット４ ケース学習「地域企業の取組」（４〜８時間程度） 

地域企業や地域の人たちの取組事例を知る、地域企業の将来像を描く 
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ユニット５ デスクリサーチ（５〜７時間程度） 

自分が探究したいテーマについて文献や統計情報を収集し活用する方法を学ぶ 
 

ユニット６ フィールドワーク（６〜８時間程度） 

自分が探究したいテーマについて現地調査を通じて資料や情報を収集し活用する方法を学ぶ 
 

ユニット７ 探究手法（４〜12時間程度） 

探究のプロセスを理解し、適切な課題と仮説を設定する 
 

ユニット８ 課題解決思考（15〜18時間程度） 

地域の現状調査の結果をもとに地域の発展可能性を抽出する 

 

・プログラムユニット詳細 URL https://miyagi-coc.jp/cooperation-with-highschool/ 

 

（２）高等専門学校１～３年生含む県内高校生の単位互換コア科目の受講 

高大接続支援に重点を置いた教育モデルとして、県内高校生が高等教育機関の学びを体

験し、自分自身のキャリア形成を考える一助とすることを目的に、単位互換コア科目「地域

の課題Ⅰ」への参加を呼び掛けた。2018年度は事業協働機関である仙台高等専門学校の１・

２・３年の計 24 名が、2019 年度は仙台高等専門学校の 10 名に加えて、宮城県教育委員会

や COC+大学を通じて県内高等学校に対して参加を募ったところ３校（常盤木学園高等学校、

東北学院中学校・高等学校、仙台市立仙台高等学校）10 名の申込があり（うち１名は体調

不良のため欠席）、２年間で 43名の県内高校生相当の生徒が参加した。これまでの高大接続

は大学と高等学校の個別の結びつきでの開催が多かったが、本事業では教育委員会と連携

することにより県内高等学校の生徒と、多様な大学・短期大学・高等専門学校の学生とが共

に学ぶ機会を作ることができた。 

 

2018年度 24名 内訳 仙台高等専門学校 １年生１名、２年生 20名、３年生３名  

※うち 22名がこの科目の学習内容について理解できたと回答 

１名がどちらとも言えない、１名無回答 

※うち 20名がこの科目の学習内容に満足したと回答 

２名がどちらとも言えない、１名やや不満、１名無回答 

2019年度 19名 内訳 仙台高等専門学校    ２年生３名、３年生７名 

常盤木学園高等学校   ２年生５名 

東北学院中学校・高等学校  ２年生３名 

仙台市立仙台高等学校  ３年生１名 

※うち 18名がこの科目の学習内容について理解できたと回答 

１名がどちらとも言えないと回答 

※うち 17名がこの科目の学習内容に満足したと回答 

２名がどちらとも言えないと回答  
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（３）高等学校の教職員向け支援プログラムの実施 

本事業で企画した FD研修について、高等学校の教職員対象の支援として参加者を募った

ところ、のべ６名の高等学校教諭が参加した。中等教育機関と高等教育機関の教職員がディ

スカッションしながら学び合う機会を作ることができた。 

 

2019年度 ６名 

内訳 事前研修「地域と連携したアクティブラーニング型授業」の開発 １名 

 授業参加「地域と連携したアクティブラーニング型授業」の運用 ２名 

 事後研修「地域と連携したアクティブラーニング型授業」の評価 ３名 

 

※参加者６名全員が研修内容について理解できたと回答 

※うち５名が研修内容を自身の業務に取り入れたい・実践したいと回答、１名が無回答 

 

（４）オープンキャンパス企画の実施 

本事業に対する高校生及び保護者の認知度の向上を目的に、オープンキャンパスにおい

て本事業に興味を持たせるようなポスター及びスライドを掲示し、そこから高校生向け特

設 Webサイトに誘導することで事業紹介を行った。なお、ポスターは東北生活文化大学家政

学部生活美術学科の協力により作成した。この取り組みは 2017年度から開始し、すべての

高等教育機関で実施した。東北学院大学ではポスターの他、事業紹介パネルを掲示して説明

を行い、高校生や保護者から興味を示す反応や良い取り組みとの評価があったことから、事

業内容について一定の認知向上があったと言える。 

 

 

▲ポスターデザイン                             ▲オープンキャンパスの様子 
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４．FD/SDの取り組み 

 

本事業では、地域経済に新たな活力を与える企業の担い手たる人材（地域高度人材）の育

成及び地域企業の魅力向上を支援し、宮城県の地方創生に貢献することを目指している。事

業の推進のため高等教育機関においては、自ら仮説を設定し試行錯誤を繰り返しながら、よ

り適切な解を導き出すことを地域のビジネスの現場で実践できる人材の育成が必要となる。

一方、本事業が目指す人材育成を実現するには、地域企業と学生の成長の両方を実現するプ

ログラムを設計・実施できる教職員の育成・配置が重要であった。 

この目標達成に向けて、本事業では FD/SD 部会（部会長：宮城学院女子大学学芸学部 大

橋智樹 教授）を設置し、事業協働機関内で本事業が実施している教育プログラムの設計・

実施内容の共有とノウハウ移転に取り組んできた。具体的には、事業期間初期は本事業の周

知と理解を促すことを目的とした各高等教育機関内での FD/SD 研修、次に本事業の教育プ

ログラムの核となるディープ・アクティブラーニングの手法を各大学等の既存科目に導入

することを目指したハンズオン型の研修、さらに大学等が合同で開催する地域協働教育コ

ーディネーター養成研修を企画・実施した。開催回数及び参加人数は、のべ 72回、1,700名

以上となった。 

 

■事業理解促進のための FD/SD研修会 

COC+大学及び COC+参加大学等教職員が本事業に対する理解を深めることができるよう、

毎年度、事業概要や進捗の報告を含めた FD/SD 研修会を各事業協働機関にて実施し、参加者

数は約 1,150名となった。 

 

【事業周知と理解促進のための FD/SD】 

No. 高等教育機関名称 開 催 日 時 参加人数 

1 宮城学院女子大学 2016 年 ７月 ６日（水）16 時 30 分 約 45名  

2 石巻専修大学 2016 年 ７月 14 日（木）16 時 30 分 33名  

3 仙台大学 2016 年 ７月 26 日（火）14 時 30 分 約 20名  

4 東北生活文化大学・短期大学部 2016 年 ８月 ５日（金）16 時 20 分 34名  

5 東北学院大学 2016 年 ８月 ９日（火）15 時 約 300名  

6 尚絅学院大学 2016 年 ９月 20 日（火）13 時 約 60名  

7 仙台白百合女子大学 2016 年 11 月 16 日（水）18 時 15 分 約 56名  

8 聖和学園短期大学 2017 年 ２月 ７日（火）16 時 30 分 26名  

9 東北生活文化大学・短期大学部 2017 年 ７月 14 日（金）16 時 20 分 65名 

10 石巻専修大学 2017 年 ７月 20 日（木）15 時 30 分 30名  

11 宮城学院女子大学 2017 年 ８月 ２日（水）14 時 40 分 69名 

12 仙台白百合女子大学 2017 年 ９月 21 日（火）14 時 50 分 89名   
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No. 高等教育機関名称 開 催 日 時 参加人数 

13 宮城教育大学 2017 年 10 月 11 日（水）13 時 40 分 38名 

14 仙台高等専門学校 2018 年 １月 10 日（水）16 時 30 分 10名 

15 仙台大学 2018 年 ３月 ５日（月）10 時 ８名 

16 東北学院大学 2018 年 ３月 16 日（金）15 時 237名 

計 16 研修 参加者合計 約 1,150名 

 

■地域協働教育（COC+）コーディネーター養成研修 

地域協働教育を実現するコーディネーターは、大学と地域企業の連携を実現するため、

学生の成長に寄与する学習支援能力と、地域企業の成長発展に寄与する経営支援能力の

双方が必要であり、その能力の育成のために研修を実施した。 

2017年度には、2016年度の研修参加者の意見を踏まえ、地域協働教育コーディネータ

ー養成研修を体系的に整理した。大きくは地域協働教育コーディネーターの役割に対す

る理解を促すことを中心とした入門編と、地域協働教育コーディネーターの能力として、

大学と企業が連携する基盤となる計画を立て、学習支援能力と経営支援能力を育成する

ことを目指した実践編に分けて開催した。また 2018年度からは、単位互換コア科目の単

位互換開始に合わせて研修内容を再編し、アンケートにて高評価だった教職員同士の意

見共有や授業改善方法の説明等に加えて、要望の多かった職員、特に専門職員を対象とし

た研修、また学生の動機付け、業務及び授業等の具体例を組み込んだ研修とした。 

 

【地域協働教育コーディネーター養成のための研修】 

No. 開催日時 会場 テーマ 参加人数 

1 
2017年２月 28日（火）

10:00-12:00 

聖和学園 

短期大学 

地域企業と連携した教育プログ

ラムの設計 

事業協働機関 

教職員 33名 

2 
2017年７月 28日（金）

14:40-17:10 

宮城学院 

女子大学 

PBL・企業連携プログラムの開

発 

事業協働機関 

教職員 35名 

3 
2017年８月８日（火）

10:00-12:00 

尚絅学院 

大学 

学生の主体的な学びを促進す

るためには－COC+事業の活用

を例として－ 

尚絅学院大学 

教員 55名 

4 
2017年９月６日（水）・ 

７日（木）終日 

東北学院 

大学 

地域企業を題材とした課題解

決の手法 

事業協働機関 

教職員 21名 

5 
2017年度を中心に 

随時（のべ 38回） 
各機関 

各正課科目にあわせてテーマ

を設定 

科目担当教員 11名 

参観者 93名 

6 
2017年 11月 28日

（火）15:00-16:30 

聖和学園 

短期大学 

学生の主体的な学びのための

カリキュラム設計と授業運営 ‐

COC+を例にして‐ 

聖和学園短期大学 

教職員 30名 
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No. 開催日時 会場 テーマ 参加人数 

7 
2018年６月１日（金）

15:00-15:50 

東北工業 

大学 

ディープ・アクティブラーニング

のすすめ 

東北工業大学 

教職員 66名 

8 
2018年７月 13日（金）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 
教学マネジメントと職員の役割 

事業協働機関 

教職員 20名 

9 
2018年７月 24日（火）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 

大学と地域・企業をつなぐ 

連携の意味と可能性 

事業協働機関 

教職員 14名 

10 
2018年７月 31日（火）

15:30-17:00 

東北工業 

大学 

地域・企業と連携した 

コーディネーター養成研修の

設計と運用 

事業協働機関 

教職員 65名 

11 
2018年８月６日（月）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 

「地域の課題Ⅰ」プログラム

の開発と運用①設計・運営 

事業協働機関 

教職員 ６名 

12 
2018年８月 20-22日

（月-水）終日 

東北学院 

大学 他 

「地域の課題Ⅰ」プログラム

の開発と運用②聴講 

事業協働機関 

教職員 14名 

13 
2018年８月 30日（木）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 

「地域の課題Ⅰ」プログラム

の開発と運用③評価・ふりか

えり 

事業協働機関 

教職員 ５名 

14 
2019年６月 21日（金）

16:20-17:50 

宮城学院 

女子大学 

教学マネジメントと職員の 

役割 

事業協働機関 

教職員 27名 

15 
2019年７月 18日（木）

14:40-16:10 

仙台白百

合女子大

学 

大学と地域・企業をつなぐ 

連携の意味と可能性 

事業協働機関 

教職員 39名 

16 
2019年８月５日（月）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 

「単位互換コア科目」 

プログラムの開発 

事業協働機関 

教職員（高校含む） 

５名 

17 
2019年８月 20-22日

（火-木）終日 

東北学院 

大学 他 

「単位互換コア科目」 

プログラムの運用① 

事業協働機関 

教職員（高校含む） 

19名 

18 
2019年８月 27-29日

（火-木）終日 

東北学院 

大学 

「単位互換コア科目」 

プログラムの運用② 

事業協働機関 

教職員 

２名 

19 
2019年９月５日（木）

15:30-17:00 

東北学院 

大学 

「単位互換コア科目」 

プログラムの評価 

事業協働機関 

教職員（高校含む） 

５名 

計 19 研修（のべ 56 回） 参加者合計 565名 
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【地域協働教育コーディネーター養成研修チラシの一部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲2017年度           ▲2018年度 

 

また、FD/SD部会では、本事業の継続性を担保する観点から、研修受講者のうち一定レベ

ルを満たした者を「地域協働教育コーディネーター」として認定することを決定した。認定

基準は、「研修に参加して内容を理解した」ことを基準とした「導入」レベル及び「研修で

学んだことを実践した」ことを基準とした「実践」レベルとした。 

養成研修の受講者には、研修終了時に FD/SD 研修の効果検証を目的としたアンケート調

査を実施し、研修終了時点での研修内容の理解度や受講者自身の実践希望について調査し

た。その結果、研修受講後のアンケート提出者 329名のうち 225名が「導入」レベルに認定

され、本事業に参加するすべての高等教育機関に FD/SD部会が認定する「導入」レベルの地

域協働教育コーディネーターを養成するに至った。併行して研修内容の実践を希望した受

講者が、各所属機関での講義や業務等で研修内容の活用の有無、また、活用した場合にはそ

れがどのような内容であったのかを把握する調査を行い、FD/SD研修の効果測定を行うとと

もに報告書を取りまとめた。 

 

・FD/SD研修受講者を対象とした実践状況調査（報告） 

掲載 URL https://miyagi-coc.jp/topic/5734/ 
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５．キャリア支援 

 

 本事業では、事業協働機関のキャリア支援の充実を図るとともに、学生が地域企業の魅力

を理解し、自己のキャリア形成の一助とすることを目的として、共同キャリア支援部会を中

心として各種モデルプログラムを実施した。2016 年２月開催の「みやぎ県南地域企業研究

会」を皮切りに事業協働機関である七十七銀行や地元大手企業と共催した地域企業研究の

ための「宮城の企業発見プログラム」、地元企業の魅力を発信する「地元企業魅力発信イベ

ント」、複数の大学が集まり実施する「グループディスカッション実践講座」、就職活動の支

援を行う「共同キャリア支援セミナー」、学生個々の相談にキャリア・コンサルタントが対

応する「就職活動個別相談・キャリアカウンセリング」、宮城県中小企業家同友会と共催し

た合同企業説明会等を実施した。 

また、これまでにモデルプログラムとして実施したセミナー等の参加後アンケートでは、

参加した学生のほとんどから「参加して良かった」と回答があり、特に「他大学や初対面の

人とディスカッションができた」ことが学生の満足度に繋がっており、COC+として事業協働

機関が合同で実施することに効果があったことが分かっている。 

なお、セミナー等の実績は、のべ 72回開催し、のべ受講者 1,511名となった。 

 

  共同キャリア支援セミナーの開催（のべ 72回、1,511名受講） 

宮城の企業発見プログラムの開催（のべ４回、企業 47社、学生 557名が参加） 

地元企業魅力発信イベントの開催（のべ２回、企業 80社、学生 236名が参加） 

COC+企業説明会の開催     （のべ７回、企業 53社、118名参加） 

 

【共同キャリア支援セミナーチラシ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ▲キャリア支援セミナー            ▲宮城の企業発見プログラム  
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      ▲グループディスカッション実践講座       ▲地元企業魅力発信イベント  

 

【共同キャリア支援セミナー等の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲宮城の企業発見プログラム           ▲グループディスカッション実践講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲地元企業魅力発信イベント              ▲COC+企業説明会 
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■共同キャリア支援拠点の設置 

 申請時から計画していた共同キャリア支援拠点を 2017年１月に、仙台駅から比較的近い

河北新報社本社別館４階（仙台市青葉区五橋一丁目２－28）に開設した。 

共同キャリア支援拠点では、共同キャリア支援セミナーの実施、資料の展示及び情報公開

の拠点として運用を行った。しかし、補助金の減額により、2018年３月末をもって閉鎖し、

以降に開催されたセミナー等は大学の教室を利用する形で実施した。 

 

 

▲共同キャリア支援拠点外観              ▲共同キャリア支援拠点内部 

 

▲共同キャリア支援拠点で行われた企業研究会         ▲共同キャリア支援セミナー 

 

 

■共同求人情報「COC+企業データベース」 http://db.miyagi-coc.jp 

本事業では、共同キャリア支援部会が主体となり、共同求人情報として、宮城県の企業

情報をデータベース化して公開している。COC+企業データベースには、学生の目線から発

見した地元企業の魅力、地元優良企業の情報、宮城県内の共同求人情報、求人票、エント

リー情報等を掲出している。 

また、Jobway情報を提供する事業協働機関の宮城県中小企業家同友会は、「地域で若者

を育て、地域に若者を残す運動」として、全国に先駆けて共同求人活動を実践しており、

その取り組みは、2010年度に「キャリア教育 文部科学大臣表彰」を受賞する実績を有し

ている。 

さらに、地域連携部会による協議をもとに宮城県・仙台市が提供する企業情報やイベン

ト情報も多く掲出している。 



50 

 

【掲載情報】 

○ WISE企業情報 160社（企業名、業種、エリアで掲出） 

 ○ Jobway情報「中小企業家同友会企業情報サイト」 

 ○ 宮城県の地方創生インターンシップ事業情報「ＭＩＮＴ事業」 

 ○ 仙台市が提供する就職ポータルサイト情報「仙台で働きたい！」 

 ○ 仙台市産業振興事業団と仙台市が運営する就職活動ポータルサイト情報「ジョブ・スタせんだい」 

 ○ 宮城県ものづくり産業広報誌情報「オガーレ！ＡＣＥ」 

 

 

▲「COC+企業データベース」トップページ 

 

 

■WISE（ワイズ）事業 

本事業では、仙台市、地元新聞社及び印刷会社等と協働して、「地元中小企業情報発信事

業（WISE）」に取り組んでいる。 

WISE は、地元大学生が地元企業を取材し、その魅力をウェブと冊子で発信する仙台独自

の情報発信プロジェクトである（WISE：Work-style Information by Student’s Eyeの頭

文字からネーミング）。2015年度からの５年で、のべ 134人の学生記者が参加し、のべ 160

社の地元企業の情報が掲載されている。 

WISE の学生記者は、現役新聞記者、印刷会社のデスク及び大学教員から取材の方法、記

事の作成方法、企業の見方などを学ぶ。その後、下調べ・取材準備、取材交渉・日程調整、

取材、執筆、校正確認といった一連の流れを体験する。 

本機構もこの実行委員の一員として活動しており、学生募集や研修等を担当した。 

 

【WISEウェブサイト】 

http://www.wise-sendai.jp/ 
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６．地域企業・地域の相互支援 

 

■創造的インターンシップの推進 

「創造的インターンシップ」プログラムは、企業支援部会（部会長：東北工業大学ライ

フデザイン学部 小祝慶紀 教授）が中心となり、地元企業の就業体験、企業における課題

研究、就業（入社）後のフォローアップを一連の流れとしたプログラムである。県内企業

におけるインターンシップの教育効果の充実と定着支援を目的として、各大学等が実施す

る既存インターンシッププログラムへのアタッチメントサポートを積極的に行い、インタ

ーンシップの質的向上を図った。 

また、企業にとって新卒学生を希望どおり採用できないことは深刻な問題であるが、採

用者が早期に離職することは更なる問題である。この入社後の早期離職を防ぐため、内定

者向けセミナーや就業（入社）後のキャリアカウンセリング等を実施し、インターンシッ

プの質的充実から定着支援にまでプログラムを拡大して展開した。 

 本プログラムは、2016年に試行的に開始し、2017年度の定着支援の追加を経て、2018

年度には連携する企業数を大幅に拡大した。また、本プログラムをとおしてインターンシ

ップに参加した学生が単位認定された。2019 年度は定着支援のプログラムを重視した展開

となった。これまでに地元企業８社、５高等教育機関の協力を得て、のべ 23件、45名の

学生（社会人）にプログラムを提供した。 

 インターンシッププログラムの内容を充実したものにするためのアタッチメントサポー

トとして、①事前研修、②インターンシップ期間中の企業訪問、③日報による支援、④事

後研修を実施した。サポートを受けた学生の事後アンケートからは、すべての項目で「有

効」もしくは「あっても良い」との回答があり、その中では、③日報による支援に対する

評価が高かった。学生の事後アンケートでは、「事前に研修があることで、自分がどうし

てこの企業に行きたいのかが明確になってよかった」「日報等で管理していただいたり、

事前に確認したいことを電話やメールで直ぐに対応していただいたりと、とても心強かっ

た」「（事後研修が）自分の行動を振り返って確認することのできる良い機会だった」「通

常のインターンシップと異なり、他のインターンシップに参加する人と一緒に集まり、目

標を立てて共有することでより収穫のあるインターンシップにする事が出来た」「自分で

は、ただインターンシップに参加してそれで終わらせていただろうことをこうして（事

後）研修と言う形で考えさせてもらう時間を設けてもらえてとても参考になった」等の感

想があり、一連のサポートをとおしてインターンシッププログラムの教育効果を高めるこ

とに寄与できた。 

 
▲創造的インターンシッププログラムの様子（左：2016 年度、右：2018 年度） 
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▲インターンシップ事後研修             ▲定着支援セミナー 

 

■地域自治体等との相互支援 

 2017 年６月 20 日開催の第６回地域協働教育推進機構運営会議及び６月 29 日開催の第６

回地域協働教育推進機構会議において「地域連携部会」の設置が承認され部会が設置され

た。部会設置の承認に基づき、部会員の選任を行い、第１回地域連携部会を 2017年８月 25

日に開催した。 

 地域連携部会（部会長：2017 年８月～2018 年６月 仙台市 杉田剛 地域産業支援課長、

2018 年６月～2018 年 10 月 宮城県 乗田知男 産業人材対策課長、2018 年 10 月～ 仙台市 

川名豊樹 地域産業支援課長）は、宮城県・仙台市の総合計画に基づいた本事業の推進に資

する政策とその実施体制の構築と、地域産業の発展・地域企業の経営革新と人材定着・地方

創生に資する政策の具体的な方策の検討を目的に活動した。 

 

事業協働機関雇用創出数の算出 

  COC+事業では、定量的な達成目標が設定されている。その中で、本事業において「事

業協働機関雇用創出数」の算出が非常に困難な状況であった。本部会の協力により「事

業協働機関雇用創出数」を算出した。（詳細は６ページの数値目標を参照） 

 

COC+企業データベースの運用 

  COC+企業データベースを構築・運用した。企業情報に加えて、本部会での協議によ

り、宮城県や仙台市が提供するキャリア支援関連の情報、企業情報を掲出した。（詳細

は、49ページの共同求人情報「COC+企業データベース」を参照） 

 

地域産業の発展・地域企業の経営革新と人材定着に向けたイベント開催 

  地元企業魅力発信イベントの開催 （のべ開催２回、企業 80社、学生 236名参加） 

  宮城の企業発見プログラムへの協力（のべ協力２回、企業９社、学生 221名参加） 

  人材採用・定着セミナーの開催  （のべ開催２回、企業 56社 69 名参加） 

  経営革新・戦略セミナーの開催  （のべ開催２回、企業８社９名参加） 
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７．情報発信 

 

本事業では、事業採択の直後に広報用ウェブサイトを開設し、広く一般の方々への情報公

開を行ってきた。また、事業協働機関の組織内部に対しては、全学的な FDや教授会等での

報告、毎月１回のニュースレターの発行、運営用ウェブサイトによる会議録や資料、スケジ

ュール等の情報共有、メーリングリストを活用したきめ細かな連絡、また対面での綿密な情

報交換等を積極的に実施することで、各学内及び一般の方々への認知度を高めてきた。 

 

■広報用ウェブサイト  https://miyagi-coc.jp/ 

 本事業の紹介、事業の成果、イベント等の開催案内、イベント等の実施報告を中心に情

報を発信した。本事業における情報発信の主手段として機能し、連携機関へのリンク機能

や学生向けの講義資料アーカイブ機能を有した。記事投稿はウェブサイト開設から 270を

超え、アクセス状況は集計開始以来 30,000ユニークユーザー、130,000PVを超えている。 
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■運営用ウェブサイト https://miyagi-coc.jp/mng/ 

 事業協働機関内専用のウェブサイトとして、運営用ウェブサイトを構築した。運営用ウェ

ブサイトでは、部会・会議資料、議事録のアーカイブ、事業の成果、イベント等の告知、ス

ケジュールの情報共有を行った。共有情報の投稿は 430を超えており、スケジュールの更新

は随時行っている。 
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■ニュースレター 

 本事業の情報共有の手段として、2016 年６月から毎月１回、ニュースレターを発行して

きた。ニュースレターは第一面に本事業のトピックスとして、イベント等の告知情報、事業

の成果を掲載し、第二面には部会の情報をとりまとめた。通算 45号の発行を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 ▲ニュースレター創刊号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ▲ニュースレター2020 年１月号 
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８．COC+シンポジウム 

 

 2016年度から計５回、本事業の成果を報告し、地域や地域企業と高等教育機関が抱える

課題について広く県民・市民等と考えるシンポジウムを開催した。 

 

■人材育成と企業支援を考えるシンポジウム 

本事業の目的である、地域を担う人材の育成と地域発展の力を持つ企業の成長支援を広

く社会に周知し、企業・学生・高等教育機関で取り組む課題解決型プログラムの事例紹介

とこのプログラムをとおして人材育成と企業支援を考える機会とするためにシンポジウム

を実施した。 

 

日時   2016年 10 月８日（土）13時から 16時 30分（12時 30分開場） 

会場   トラストシティカンファレンス・仙台（仙台市青葉区一番町 1-9-1） 

担当部会 教育プログラム開発部会 

プログラム 

     第１部 シンポジウムセッション 

事業概要説明 

企業と学生のプログラム「課題解決型プログラムを通して創造したもの」 

第２部 ワークショップセッション 

概要説明・テーマ紹介 

ワークショップ「企業と教育機関で課題解決型プログラムをつくる」 

参加者数 82名 

報告掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/686/ 

 

【シンポジウム案内チラシと当日の様子】 

 

 

 

 

 

 

                         ▲シンポジウムセッション 

 

 

 

 

 

 
 

   ▲シンポジウム案内チラシ            ▲ワークショップ          
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■地元就職のこれからを考えるシンポジウム 

地元就職をテーマとしたシンポジウムを開催し、学生、保護者に地域企業の魅力を広く

伝える取り組みを行った。このシンポジウムは、地元就職を希望する保護者の疑問点を解

消し、就職活動中の学生との望ましい接し方について学ぶとともに、学生・保護者、企業

及び大学教職員など参加者同士の相互理解を深めることを目的とした。 

 

日時 2017年２月 25 日（土）13時 30分から 16時 00分（13時 00分開場） 

会場 河北新報社 別館５階ホール（仙台市青葉区五橋 1-2-28） 

担当部会 共同キャリア支援部会 

協力 河北新報社 

プログラム 

     第１部 ガイダンス 

事業概要及びシンポジウムの説明 

大学キャリア支援担当者から最近の学生の就職活動に関する説明や就

職活動中の学生への接し方の説明 

第２部 トークセッション 

パネルディスカッション ～「宮城で働く」を考える～ 

        若手社員３人をゲストに招いたトークセッション 

第３部 意見交換会 

        ゲストの若手社員や地元企業の経営者、そして大学教職員との意見交 

換会 

全体で意見共有、まとめ 

参加者数 50名 

報告掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/1134/ 

 

【シンポジウム案内チラシと当日の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

▲シンポジウム案内チラシ         ▲トークセッションと意見交換 

http://miyagi-coc.jp/main/wp-content/uploads/2017/03/0T1A0570.jpg
http://miyagi-coc.jp/main/wp-content/uploads/2017/03/0T1A0668.jpg
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■複雑で曖昧な現状から新しい将来像を描く 

-地域とともに成長するプログラムデザイン- 

「その地域が求める人材を養成するために必要な教育カリキュラム」の実現のため

に、地域高度人材を育成・輩出する能力をもった地域協働教育コーディネーターが、

全ての参加大学等に一定数以上在籍することが重要と考え、コーディネーターの養成

を進めている。本事業において、どのように地域協働教育コーディネーターを養成し

ようとしているのか、現段階でどの程度までその目的が達成されているのか、残る課

題は何かなどを参加者や外部有識者と共有・意見交換し、事業期間終了後も含めたコ

ーディネーターの継続的な養成スキームを構築することを目指したシンポジウムを開

催した。 

 

日時 2018年２月 15 日（木）13時から 17時 30分（12時 30分開場） 

会場 トラストシティカンファレンス・仙台（仙台市青葉区一番町 1-9-1） 

担当部会 FD/SD部会 

プログラム 

     第１部 本事業の進捗と概要説明  

基調講演 

東海大学 現代教養センター 准教授 二ノ宮リムさち 

   テーマ「複雑で曖昧な現実に向き合うこれからの大学教育 

     ～ESD（持続可能な開発のための教育）の視点から」 

休憩、参加機関のポスターセッション  

     第２部 ワークショップセッション 

将来像から課題を探求するワーク・ふりかえりと総括 

参加者数 61名 

報告掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/3029/ 

 

【シンポジウム案内チラシ】 
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【当日の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲第１部基調講演                  ▲第２部ワークショップ 

 

 

■新しい価値をつくる（Innovation）人材の育成を考える 

 宮城県に自ら新しい価値をつくりだす人材＝イノベーション人材が必要であると考え、

本事業では、宮城県内の 12高等教育機関、自治体及び企業等が連携し、人材育成に取り組

んでいる。本シンポジウムでは、宮城県内の高等教育機関における人材育成の取り組みと課

題を報告するとともに、イノベーション人材の育成において知見を有するヤフー株式会社

の人材育成戦略と実例を紹介し、宮城県内において新しい価値をつくるイノベーション人

材をどうしたら育成できるかについて考えた。 

 

日時   2018年 11 月 29日（木）15時から 17時 42分（14時 30分開場） 

場所   トラストシティ カンファレンス・仙台（仙台市青葉区一番町 1-9-1） 

担当部会 地域高度人材指標開発・評価部会 

プログラム 

本事業の進捗と概要説明 

講演 「ヤフー株式会社におけるイノベーション人材の育成戦略と具体的な取り組み」 

ゲスト講師    小向洋誌（ヤフー株式会社） 

パネルディスカッション  

パネリスト 小向洋誌  

吉田剛（部会長／宮城教育大学教授） 

       進行    松﨑光弘（上席 COC+推進コーディネーター） 

ふりかえり    テーマ「どうしたらイノベーション人材を育成できるか」 

共有と総括 

参加者数 103名 

報告掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/4265/ 
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【シンポジウム案内チラシ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当日の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲パネルディスカッション            ▲阿部機構長による総括 

 

 

■COC+事業の総括とこれからの地域協働教育を考える 

補助期間の最終年度にあたる本シンポジウムは、事業総括のシンポジウムとして位置

づけ、これまでの本事業の取り組みや各機関の連携の姿をふりかえり、これからの地域

協働教育のあり方について考える機会とした。パネルディスカッションでは、地域協働

教育のひとつとして実施した課題解決型プログラムの事例報告をとおして、学生と企業

の挑戦が何を生み出したのかを見いだし、ワークセッションでは、人材の育成、地域企

業の成長及び発展、更には今後の地域協働教育のあり方についてフロア参加者と議論

し、今後、地域が一体となり成長及び発展するための地域協働教育のあり方について考

えた。 

 

 



62 

日時    2019年 12月 21日（土）14時 30分から 17時（14時開場） 

場所    トラストシティ カンファレンス・仙台（仙台市青葉区一番町 1-9-1） 

担当部会  地域連携部会 

プログラム 

事業実施報告 

パネルディスカッション 

      パネリスト 辻  尚広（三養水産株式会社 代表取締役） 

松本 裕也（一般社団法人フィッシャーマンジャパン／ヤフー株式会社） 

高橋 ひな子（東北学院大学 経営学部３年） 

      進行    松﨑 光弘（上席 COC+推進コーディネーター） 

ワークセッション テーマ「これからの地域協働教育を考える」 

共有と総括 

参加者数  100名 

報告掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/5791/ 

 

【シンポジウム案内チラシ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当日の様子】 

 

▲パネルディスカッション                 ▲共有と総括  
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９．自己点検・評価、外部評価 

 

本事業における実施体制及び内容等に対して、自己点検・評価、事業報告書の作成及び外

部評価を実施している。 

「自己点検・評価」については、地域協働教育推進機構会議（協議の場）、地域協働教育

推進機構運営会議（部会間の連携・調整や全体的な実務的協議の場）及び各部会単位で実施

し、「自己点検・評価報告書」としてまとめている。この報告書は、本事業の機構会議、運

営会議及び各部会で活用しているほか、ウェブサイトに掲載し、社会に対して広く公表して

いる。 

「事業報告書」については、中間報告書、2018 年度 事業報告書を各部会での自己点検・

評価に基づき作成し、ウェブサイトに掲載しているほか、外部評価の資料としても活用して

いる。 

「外部評価」については、2016 年度に「平成 27 及び 28 年度 自己点検・評価報告書」、

2017 年度に「中間報告書」、2018 年度に「2018 年度 事業報告書」に基づき書面評価と面

接評価により実施した。なお、面接評価は、書面評価の結果をもとに、地域協働教育推進機

構長、部会長、COC+推進コーディネーター及び事務局からの説明と質疑応答とした。外部評

価の結果は、「外部評価報告書」としてまとめ、「自己点検・評価」、「中間報告書」、「2018年

度 事業報告書」と同様に本事業の機構会議、運営会議及び各部会で活用しているほか、ウ

ェブサイトに掲載し、社会に対して広く公表している。なお、外部評価委員は、本事業協働

機関以外の他大学や行政機関の教職員に委嘱している。 

 

・平成 27及び 28年度 自己点検・評価報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/1282/ 

・平成 28年度 外部評価報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/1946/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲平成 27 及び 28 年度自己点検・評価報告書     ▲平成 28 年度外部評価報告書 
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・中間報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/3185/ 

・平成 29（2017）年度 外部評価報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/4186/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲中間報告書                 ▲2017年度外部評価報告書 

 

 

 

・2018年度 事業報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/5162/ 

・2018年度 外部評価報告書 

掲載 URL  https://miyagi-coc.jp/topic/5596/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲2018 年度事業報告書              ▲2018 年度外部評価報告書 
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部会員等名簿 

2020年３月現在 

■教育プログラム開発部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 東北学院大学 学長室長／経済学部教授 阿 部 重 樹 

部会員 宮城教育大学 総務担当副学長／教育学部教授 前 田 順 一 

部会員 東北工業大学 教務学生課長 目 黒 裕 二 

部会員 石巻専修大学 理工学部准教授 高 橋   智 

部会員 尚絅学院大学 大学院総合人間科学研究科長 水 田 惠 三 

部会員 仙台大学 副学長／体育学部教授 青 沼 一 民 

部会員 仙台白百合女子大学 人間学部准教授 志 水 田鶴子 

部会員 仙台白百合女子大学 事務局次長／図書館事務長 高 橋   豊 

部会員 東北生活文化大学 副学長／美術学部教授 北 折   整 

部会員 宮城学院女子大学 学芸学部教授 天 童 睦 子 

部会員 聖和学園短期大学 事務部教務課主任 大曽根   学 

部会員 仙台高等専門学校 副校長／機械システム工学科教授 佐 藤 一 志 

部会員 仙台高等専門学校 ICT先端開発センター教授 千 葉 慎 二 

部会員 一般社団法人まるオフィス 理事／若者支援チームリーダー 小 林   峻 

 

 

■単位互換部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 仙台白百合女子大学 人間学部准教授 鈴 木 寿 則 

部会員 東北学院大学 学務部長／教養学部教授 加 藤 健 二 

部会員 仙台大学 体育学部講師 髙 橋   徹 

部会員 仙台大学 教育企画室 鈴 木 将 士 

部会員 仙台白百合女子大学 教務課 佐々木 直 子 

部会員 東北生活文化大学 家政学部教授 栗 山 孝 雄 

部会員 宮城学院女子大学 教務課長 佐 藤 義 明 

部会員 聖和学園短期大学 キャリア開発総合学科教授 梅 津 裕 子 
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■地域高度人材指標開発・評価部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 宮城教育大学 教育学部教授 吉 田   剛 

部会員 東北学院大学 文学部教授 稲 垣   忠 

部会員 東北工業大学 
教務委員会副委員長／ 
工学部准教授 

田 村 英 樹 

部会員 尚絅学院大学 
政策企画室職員／ 
地域実践グループ責任者 

佐 藤   司 

部会員 尚絅学院大学 現代社会学科准教授 藤 本 吉 則 

部会員 仙台大学 体育学部教授 日 下 三 男 

部会員 仙台白百合女子大学 人間学部准教授 大久保   剛 

部会員 仙台白百合女子大学 教務課長 堀 籠 未 来 

部会員 東北生活文化大学短期大学部 
生活文化学科長／ 
生活文化学科教授 

松 尾   広 

部会員 宮城学院女子大学 学芸学部教授 木 野 和 代 

部会員 日本政策金融公庫仙台支店 国民生活第一事業融資第二課長 田 中   篤 

 

 
■高大連携部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 宮城教育大学 連携担当理事 岡   正 明 

部会員 東北学院大学 学長室副室長／工学部教授 志子田 有 光 

部会員 東北学院大学 教養学部教授 菅 原   研 

部会員 宮城教育大学 教育学部教授 吉 田   剛 

部会員 仙台大学 体育学部教授 井 上 雅 勝 

部会員 仙台大学 事業戦略室室長 宍 戸   充 

部会員 仙台白百合女子大学 事務局次長／図書館事務長 高 橋   豊 

部会員 東北生活文化大学 家政学部教授 土 井   豊 
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■FD/SD部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 宮城学院女子大学 学長戦略室長／学芸学部教授 大 橋 智 樹 

部会員 石巻専修大学 人間学部教授 新 福 悦 郎 

部会員 仙台大学 体育学部教授 日 下 三 男 

部会員 仙台大学 教育企画室担当課長 伊 東 宏 之 

部会員 仙台白百合女子大学 人間学部教授 高 橋   泉 

部会員 仙台白百合女子大学 教務課 江 畑 圭 輔 

 

 

■共同キャリア支援部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 東北学院大学 学長室副室長／教養学部教授 坂 本 泰 伸 

部会員 東北学院大学 就職キャリア支援課長 田 口   修 

部会員 宮城教育大学 連携担当理事 岡   正 明 

部会員 東北工業大学 キャリアサポート課長 石 川 進 一 

部会員 尚絅学院大学 進路就職課長 中 村 節 子 

部会員 尚絅学院大学 進路就職課 岩 崎 真 弥 

部会員 仙台大学 体育学部准教授 藪  耕 太 郎 

部会員 仙台白百合女子大学 キャリアセンター長 佐 藤 啓 朗 

部会員 仙台白百合女子大学 キャリア支援課 青 井 美智子 

部会員 東北生活文化大学 家政学部教授 井 上 美 紀 

部会員 東北生活文化大学短期大学部 学生課長 岡 部 正 利 

部会員 宮城学院女子大学 キャリア支援課長 山 田 弘 子 

部会員 聖和学園短期大学 キャリア開発総合学科講師 今 野 則 幸 

部会員 宮城県 産業人材対策課主幹 千 葉 さおり 

部会員 仙台市 地域産業支援課雇用対策室長 尾 崎 宏 之 

部会員 仙台市 地域産業支援課雇用対策室 佐 藤 千奈紀 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 石巻専修大学 理工学部教授 亀 谷 裕 敬 
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■企業支援部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 東北工業大学 
就職委員会副委員長／ 
地域連携センターセンタ－長／ 
ライフデザイン学部教授 

小 祝 慶 紀 

部会員 東北工業大学 キャリアサポート課長 石 川 進 一 

部会員 仙台大学 体育学部講師 三 谷 高 史 

部会員 仙台大学 入試創職室主幹 中 鉢 芳 尚 

部会員 仙台高等専門学校 副校長／機械システム工学科教授 佐 藤 一 志 

部会員 仙台高等専門学校 ICT先端開発センター教授 千 葉 慎 二 

部会員 宮城県 
富県宮城推進室商工企画班室長補佐
兼企画員（班長） 

川 部   裕 

部会員 仙台市 地域産業支援課長 川 名 豊 樹 

部会員 七十七銀行 地域開発部地域開発課課長代理 堀 江 周 英 

部会員 仙台銀行 経営企画部経営企画課主任 小山田   恵 

部会員 日本政策金融公庫仙台支店 国民生活第一事業 融資第二課長 田 中   篤 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 東北学院大学 学長室副室長／教養学部教授 柳 井 雅 也 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 石巻専修大学 経営学部教授 李   東 勲 

 

 

■地域連携部会 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

部会長 仙台市 地域産業支援課長 川 名 豊 樹 

副部会長 宮城県 産業人材対策課長 阿 部 貴 夫 

部会員 東北学院大学 学長室参与 菊 地 祐 一 

部会員 石巻専修大学 人間学部教授 照 井 孫 久 

部会員 尚絅学院大学 大学院総合人間科学研究科長 水 田 惠 三 

部会員 仙台大学 体育学部教授 大 山 さく子 

部会員 仙台白百合女子大学 事務局次長／図書館事務長 高 橋   豊 

部会員 東北工業大学 
工学部准教授／ 
就職委員会副委員長 

松 田 勝 敬 

部会員 東北生活文化大学短期大学部 生活文化学科教授 横 山 美喜子 

部会員 仙台高等専門学校 総合科学系理数科教授 遠 藤 智 明 
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■コーディネーター・事務局 

職 名 所属機関名 所 属 ・ 職 名 氏  名 

コーディネーター 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

上席 COC+推進コーディネーター／ 
特任教授 

松 﨑 光 弘 

コーディネーター 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

COC+推進コーディネーター／ 
特任准教授 

伊 藤   晋 

コーディネーター 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

COC+推進コーディネーター／ 
特任助教 

四 宮 千佳子 

コーディネーター 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

COC+推進コーディネーター／ 
特任助教 

高 橋 美 和 

コーディネーター 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

COC+推進コーディネーター／ 
特任助教 

千 葉 真 哉 

事務局 東北学院大学 学長室事務課長 石 川   学 

事務局 東北学院大学 学長室事務課係長 相 澤 孝 明 

事務局 東北学院大学 学長室参与 菊 地 祐 一 

事務局 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

事務局 原 田 均 吾 

事務局 
地域協働教育推進機構／ 
東北学院大学 

事務局 今     結 

事務局 地域協働教育推進機構 事務局 松 﨑 典 子 

 

 

  



平成 27年度 文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」 

「みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成」 

事業報告書 

 

 

連携機関一覧           

●高等教育機関          

東北学院大学         

宮城教育大学         

東北工業大学         

石巻専修大学         

尚絅学院大学         

仙台大学           

仙台白百合女子大学      

東北生活文化大学       

宮城学院女子大学       

聖和学園短期大学       

東北生活文化大学短期大学部  

仙台高等専門学校       

 

●自治体             

宮城県            

仙台市            

 

●企業・団体           

七十七銀行          

仙台銀行           

宮城県中小企業家同友会    

日本政策金融公庫仙台支店   

宮城県商工会議所連合会    

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

東北学院大学学長室事務課 

〒980-8511 

宮城県仙台市青葉区土樋１－３－１ 

TEL 022-264-6424 FAX 022-264-6364 

E-MAIL tgppo@mail.tohoku-gakuin.ac.jp 
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